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概  況 

政府は、2020年度の我が国経済について、「新型コロナウイルス感染症（以下

「コロナ」という。）の影響により、依然として厳しい状況にあるが、「新型コロ

ナウイルス感染症緊急経済対策」、2020年度第1次・第2次補正予算の効果も相ま

って、持ち直しの動きがみられる。他方、経済の水準はコロナ前を下回った状態

にとどまり、経済の回復は道半ばである」としている。

建設市場についてもコロナの影響が懸念されたが、2020年度については、民

間設備投資が減少するものの、政府建設投資の増加により3％程度の減少(※)とな

る見込みである。 

※建設経済研究所 2021年1月27日発表

こうした中、4月に1回目の緊急事態宣言が発令された際は、現場を継続すべ

きか否かという議論があったが、日建連としては、政府の基本方針を踏まえなが

ら、工事中断を前提とせず、発注者との協議を基本方針として、感染拡大防止策

を徹底した上で現場の稼働を続け、下請事業者の事業継続と雇用維持に努める

方針を示すとともに、「建設業（建設現場）における新型コロナウイルス感染予

防対策ガイドライン」及び「新型コロナウイルス感染症対応 建設BCPガイドライ

ン －感染症への対応の実際を踏まえて－」を策定し、会員企業における建設工

事を止めない取組みを支援した。 

この結果、4月の緊急事態宣言発令後には一部の現場で工事中止の動きがあり、

4月下旬時点の調査では1割強の現場が工事を中断していたが、6月下旬時点の調

査ではほぼ100％の現場が稼働するに至った。また、2度目の緊急事態宣言下にお

いては各現場の努力によりほぼ100％の現場が稼働し、影響は最小限に抑えられ

た。 

日建連の活動については、定時総会後の懇親パーティ、「日建連表彰2020」表

彰式、講演会や見学会などコロナの影響で中止・延期した事業が相当数あったが、

1回目の緊急事態宣言解除後、WEB会議システムの導入等を進め、会員企業から派

遣されている委員、事務局役職員の感染予防対策を徹底しつつ、活動を継続した。 

個別の事業については、週休二日の実現、建設キャリアアップシステムの普

及・推進の二大事業に加え、建設技能者の処遇改善、生産性の向上、公共事業予

算の安定的・持続的確保に向けた活動などに取り組んだ。 

上記活動のほか、2020年度事業計画に基づき、会員企業を中心とした業界内

のニーズや行政・社会の動きに対応し、以下の活動に取り組んだところである。 
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〈１〉総会・理事会等 

１. 総 会

定時総会 

2020年4月28日 

オンライン開催

1．議案審議

第1号議案 2019年度決算の承認

第2号議案 定款の一部改正の承認

第3号議案 理事の補充選任

2. 報告

(1) 2019年度事業報告

(2) 2020年度事業計画

(3) 2020年度予算

3. その他報告

(1) 建退共制度の完全実施の推進について

(2) CCUSの普及・活用に向けた日建連の推進方策（2020）

臨時総会 

2020年6月18日 

オンライン開催

1. 議案審議

議案 理事の補充選任 

２. 理事会

第1回 

2020年4月24日 

（全員の同意を

得た日） 

【4月23日の開催を中止し、書面にて決議】 

1．審議事項

(1) 2019年度事業報告の承認

(2) 2019年度決算の承認

(3) 支部長の選任

(4)「建退共制度の完全実施の推進について」の決定

(5)「CCUSの普及・活用に向けた日建連の推進方策（2020）」の

決定

第2回 

2020年5月18日 

（全員の同意を

得た日） 

【4月28日の開催を中止し、書面にて決議】 

1．審議事項

(1) 副会長の選定

(2) 常務理事の選定
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第3回 

2020年6月18日 

オンライン開催 

1．審議事項 

(1) 副会長の選定の件 

(2) 建設キャリアアップシステム推進本部長、総合企画委員長

および基本政策審議会委員の指名の件 

(3) 土木本部員、建築本部員の指名の件 

2．報告事項 

(1) 建設キャリアアップシステムの普及・活用に向けた活動に

ついて 

(2) 建設キャリアアップシステムの財源対策等に関する検証状

況等について 

(3) 2020年度公共工事の諸課題に関する意見交換会について 

(4) 新型コロナウイルス感染症対策に係る対応状況について 

(5) 建退共制度における予定運用利回りの改定について 

第4回 

2020年7月17日 

東海大学校友会

館 

1．審議事項 

(1) 建設キャリアアップシステムの財源対策等に関する対応の

件 

2．報告事項 

(1) 「週休二日実現行動計画」2019年度通期および下半期フォ

ローアップ報告について 

(2) 令和2年7月豪雨への対応について 

(3) 建退共制度の電子申請方式の試行について 

第5回 

2020年9月18日 

経団連会館 

1．審議事項 

(1) 令和3年度税制改正要望の件 

2. 報告事項 

(1) 2020年度第1回職務執行状況報告 

(2) 理事の辞任について 

(3）建設キャリアアップシステムの状況について 

(4）改正建設業法の施行に伴う適正工期による契約の締結につ

いて 

(5) 建退共制度における予定運用利回りの改定について 
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第6回 

2020年10月21日 

経団連会館 

1．講演 

演題 国土交通行政に関する最近の話題 

講師 国土交通事務次官 栗田 卓也 氏 

2. 報告事項 

(1) 生産性向上推進要綱に関するフォローアップ報告について 

(2) 2019年度労働時間調査の集計結果について 

(3) 建設キャリアアップシステムについて 

(4) 公共事業費の安定的・持続的な確保に関する要望について 

(5) 10月企業行動規範実践推進月間における活動について 

第7回 

2020年11月20日 

ホテルグランド

アーク半蔵門 

1．審議事項 

(1) 建設キャリアアップシステム追加開発経費の負担の件 

2．報告事項 

(1) 日建連表彰について 

(2) 新型コロナウイルス感染症の民間（七会）連合協定工事請

負契約約款上の取扱いについて 

(3) 新型コロナウイルス感染症対応の建設BCPガイドラインの

発行について 

(4) 2021年度公共事業予算要望の状況について 

(5) i-Constructionシステム学寄付講座について 

(6) 最近のじん肺に関する動向について 

第8回 

2020年12月22日 

経団連会館 

1．報告事項 

(1) 建設キャリアアップシステムの状況について 

(2) 週休二日実現行動計画2020年度上半期フォローアップ報告

について 

(3) 日建連表彰2020について 

(4) 令和2年度第3次補正予算および令和3年度当初予算につい

て 

(5) 令和3年度税制改正要望結果について 

2．支部への伝達事項 
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第9回 

2021年2月15日 

経団連会館 

1．審議事項 

(1) 次期会長等人事の件 

(2) 特別委員会の廃止の件 

2．報告事項 

(1) 2020年度第2回職務執行状況報告 

(2) 2021年度事業計画案および予算案について 

(3) 法人会員の会費ランク定期改定の実施について 

(4) 建設キャリアアップシステムの状況について 

(5) 公共工事の円滑な施工確保に関する対応について 

第10回 

2021年3月19日 

ホテルグランド

アーク半蔵門 

1．審議事項 

(1) 2021年度定時総会等の開催の件 

(2) 法人会員の会費ランク改定の件 

(3) 2021年度事業計画の件 

(4) 2021年度予算の件 

(5) 2021年度役員等人事の内定の件 

(6) 次期参議院議員選挙に向けた対応の件 

(7) 建設キャリアアップシステムの単年度黒字化に向けての件 

2．報告事項 

(1) 長期ビジョンの中間フォローアップについて 

(2) 快適職場に係る日建連基準について 

(3) 2021年度公共工事の諸課題に関する意見交換会の開催方針

等について 

(4) 公共工事設計労務単価の改定について 

(5) 新型コロナウイルス感染症が建設受注に与える影響につい

て 

 

３. 支部長会議 

2020年12月22日 【開催中止】 

同日開催の理事会に支部長はオンラインで参加し、支部への伝

達を受けるとともに支部報告を資料として提出 

 

４. 土木本部会議 

第1回 

2021年3月4日 

オンライン開催 

1.審議事項 

(1) 2021年度公共工事の諸課題に関する意見交換会について 

2.報告事項 

(1) 公共工事設計労務単価について 

(2) 品確議連総会について 
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５. 土木本部懇談会  

第1回 

2020年12月8日 

アットビジネス

センター東京駅

八重洲通り501

号室 

(1) 令和2年度第2回意見交換会フォローアップ会議について 

(2) 2020年度高速道路会社との意見交換会について 

(3) 2021年度意見交換会について  

(4) 2020年度鉄道・運輸機構と日建連との意見交換会について 

(5) 2020年度鉄道交通講演会について 

(6) 令和3年度公共事業予算に関する要望について 

(7) 土木賞について 

(8) 社会資本整備の重要性に関するシンポジウムについて  

(9) i-Constructionシステム学寄付講座(第2期)について 

 

６. 土木運営会議 

第1回 

2020年4月6日 

 

【開催中止のため、以下資料を送付】 

(1) 2020年度意見交換会について 

(2) CCUS官民施策パッケージについて 

(3) 新型コロナウイルス感染症対策に関する自民党国土交通部

会ヒアリングについて 

(4) 一般社団法人「持続可能な社会のための日本下水道産業連

合会」入会案内について 

(5) 高力ボルト需給動向等に関するアンケート調査結果報告に

ついて 

(6) 意見交換会フォローアップ会議の取りまとめについて 

(7) 生産性向上事例集(土木)について 

(8) 国土交通省・日建連プレキャスト事例集について 

(9) 土木賞について 
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第2回 

2020年6月15日 

アットビジネス

センター東京駅

八重洲通り501

号室 

(1) 土木学会 土木復興教育事業に関する協力依頼について 

   東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻教授 

      羽藤 英二 氏 

   公益社団法人土木学会専務理事 

   塚田 幸広 氏 

(2) 2020年度公共工事の諸課題に関する意見交換会の報告につ

いて 

(3) 骨太の方針について 

(4) 新型コロナウイルス感染症に対する現場の状況 

(5) CCUS義務化モデル工事について 

(6) i-Constructionシステム学寄付講座について 

(7) 土木賞の状況について 

(8) 鉄道建設工事技術講習会の中止について 

第3回 

2020年7月6日 

アットビジネス

センター東京駅

八重洲通り501

号室 

(1) 2020年度公共工事の諸課題に関する意見交換会について 

(2) 「withコロナ」における公共工事の現状と課題について 

(3) 道路における建設資材調達に関するあり方検討委員会につ

いて 

(4) 手すり先行足場 現状について 

(5) 災害時の支援活動を効率的・迅速に行うための制度改善・

体制構築等に向けた取組みについて 

(6) 中央建設業審議会総会について（工期に関する基準） 

(7) i-Constructionシステム学寄付講座について 

第4回 

2020年9月7日 

アットビジネス

センター東京駅

八重洲通り501

号室 

(1) 一般社団法人持続可能な社会のための日本下水道産業連合

会の活動について 

  （公財)日本下水道新技術機構専務理事 塩路 勝久 氏 

(一社)持続可能な社会のための日本下水道産業連合会 

総務委員長 服部 博光 氏 

企画委員長 間宮 賀津仁 氏 

(2) 意見交換会フォローアップ会議について 

(3) 高速道路会社との意見交換会について 

(4) 公共事業予算について 

(5) 今後の社会基盤整備に関する広報について 

(6) 土木賞現地調査について 

(7) 海洋開発講演会について 

(8) 建設キャリアアップシステムの資金拠出要請と日建連の対

応について 

(9) ｢週休二日実現行動計画｣2019年度フォローアップについて 
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第5回 

2020年10月5日 

アットビジネス

センター東京駅

八重洲通り501

号室 

(1) 講演：公共事業を巡る現状と課題 

講師：国土交通省大臣官房技術調査課 

   課長 森戸 義貴 氏 

   建設生産性向上推進官 廣瀬 健二郎 氏 

(2) 令和3年度公共事業予算に関する要望について 

(3) 社会資本整備の重要性を訴えるシンポジウムについて 

(4) 海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度について 

(5) 改正建設業法の施行に伴う適正工期による契約の締結につ

いて 

第6回 

2020年11月4日 

アットビジネス

センター東京駅

八重洲通り501

号室 

(1) 講演：i-ConstructionからDXへ 

 講師：国土交通省大臣官房技術審議官 東川 直正 氏 

     国土交通省大臣官房技術調査課 

建設生産性向上推進官 廣瀬 健二郎 氏  

(2) i-Constructionシステム学寄付講座 第2期研究計画につ

いて 

(3) 公共事業費の安定的・継続的な確保に関する要望について 

(4) 第2回土木賞について 

(5) 生産性向上推進要綱に関するフォローアップについて 

第7回 

2021年1月21日 

日建連 

特別会議室 

(1) 2021年度意見交換会について 

①対応方針、テーマ案（たたき台）説明 

②意見交換 

第8回 

2021年2月1日 

オンライン開催 

(1) 講演：５か年加速化対策と最近の取組について 

講師：国土交通省大臣官房技術審議官 

 東川 直正 氏 

   国土交通省大臣官房技術調査課建設技術調整室長 

  井上 圭介 氏 

(2) 意見交換会フォローアップ会議について 

(3) i-Constructionシステム学寄付講座 第2期参加企業につ

いて 

(4) 令和2年度第3次補正予算および令和3年度当初予算につい

て 

(5) 週休二日実現行動計画2020年度上半期フォローアップ報告

について 

  

8



第9回 

2021年3月1日 

オンライン開催 

(1) 2021年度意見交換会提案テーマについて 

(2) 品確議連総会について 

(3) 公共工事の円滑な施工確保に関する対応について 

(4) プレキャスト適用の検討状況について(コンクリート生産

性向上検討協議会) 

 

７. 国土交通省地方整備局・公共工事の発注機関との意見交換会(全国9地区) 

2020年5月14日 

関東 

2020年5月18日 

関西 

2020年5月26日 

四国 

2020年5月28日 

中国 

2020年6月 1日 

九州 

2020年6月 4日 

北海道 

2020年6月 8日 

北陸、中部 

2020年6月 9日 

東北 

[オンライン開催] 

(1) 新型コロナウイルス感染症への対応 

(2) 働き方改革・担い手確保への取組み 

①週休二日の実現に向けた環境整備 

②適切な工期設定と工程管理 

③建設キャリアアップシステム（CCUS）の活用促進等 

④改正労働基準法の遵守 

⑤公共建築工事における働き方改革の取組みの推進 

(3) 建設産業の生産性向上（i-Constructionの推進） 

①コンクリート工の生産性向上 

②新技術の導入環境の整備 

③業務の効率化推進 

(4) ブレイクスルーするための新たな展開  

(5) 品確法の的確な運用等 

 

８. 建築本部会議 

2021年3月4日 

オンライン開催 

(1) 2020年度事業報告・2021年度事業計画案における重点課題

に関する建築本部の取組みについて 

(2) 「日建連建築宣言」に沿った活動 

(3) 建築本部の主な活動の報告 

・木造・木質建築普及への取組み 

・建築ロボット普及への取組み 

・建築BIM活用への取組み 
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９. 建築運営会議 

第1回 

2020年4月6日  

【開催中止】  

第2回 

2020年6月4日 

【開催中止】  

第3回 

2020年7月2日 

日建連 

特別会議室 

1．定時総会・理事会等について 

(1) 建設キャリアアップシステムについて 

(2) 建設業（建設現場）における新型コロナウイルス感染予防

対策ガイドライン及び建設業における新型コロナウイルス

感染予防対策ガイドラインの改訂について 

(3) 建設業における新型コロナウイルス感染症に係る事業者・

技能労働者支援制度の手引きについて 

(4) 手すり先行足場に関する現状と問題点について 

2．建築運営会議報告事項 

(1) 既存地下工作物の取扱いに関するガイドラインについて 

(2) 既製コンクリート杭の施工管理強化への取組みについて 

(3) その他 

第4回 

2020年9月7日 

東京建設会館 

4階1号会議室 

1．定時総会・理事会等について 

(1) 週休二日実現行動計画について（2019年度通期＋下半期フ

ォローアップ報告書） 

(2) 建設キャリアアップシステムの状況について 

2．建築運営会議報告事項 

(1) 「工期に関する基準」について 

(2) 「情報セキュリティ教育・研修用動画」字幕版について 

(3) 「トラブルに学ぶ若手職員向け事例集」の発行について 

(4) 鉄筋コンクリート造配筋標準図の改定について 

(5) 日建連 建築セミナーの開催について 
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第5回 

2020年10月7日 

東京建設会館 

4階1号会議室 

1．定時総会・理事会等について 

(1) 令和3年度税制改正要望について 

(2) 改正建設業法の施行に伴う適正工期による契約の締結につ

いて 

(3) 建設キャリアアップシステムの状況について 

(4) 建退共制度における予定運用利回りの改定について 

(5) 国際園芸博覧会推進委員会（仮称）委員への就任依頼につ

いて 

2．建築運営会議報告事項 

(1) 改正建築物省エネ法オンライン講座の開設について 

(2) 「建築屋さんのための医療施設工事見積の解説」（関西支

部） 

第6回 

2020年11月4日 

東京建設会館 

4階1号会議室 

1. 審議事項 

(1) 「（仮称）木造・木質建築普及ワーキングチーム」の設置

について 

2．定時総会・理事会等について 

(1) 生産性向上推進要綱に関するフォローアップ報告について 

(2) 建設キャリアアップシステムの状況について 

(3) 2019年度労働時間調査の集計結果について 

(4) 10月企業行動規範実践推進月間における活動について 

(5) 今後の行事対応 

3．建築運営会議報告事項 

(1) 2019年度公共建築工事数量公開状況調査概況報告 

(2) 建築工事適正工期算定プログラムVer5の公表について 

(3) 建築セミナー開催報告 

第7回 

2020年12月3日 

東京建設会館 

4階1号会議室 

1．定時総会・理事会等について 

(1) 建設キャリアアップシステムの状況について 

(2) 日建連表彰について 

(3) 新型コロナウイルス感染症の民間（七会）連合協定工事請

負契約約款上の取扱いについて 

(4) 新型コロナウイルス感染症対応の建設BCPガイドラインの

発行について 

2．建築運営会議報告事項 

(1) 木造・木質建築普及ワーキングチーム報告 

(2) 建築分野における高流動性コンクリートの開発と普及 
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第8回 

2021年2月3日 

【開催中止の為、下記資料を送付】 

(1) 建設キャリアップシステムの状況について 

(2) 週休二日実現行動計画2020年度上半期フォローアップ報告 

(3) 日建連表彰2020 について 

(4) 令和3年度税制改正要望結果について 

(5) 「情報セキュリティ教育・啓発資料」公開のお知らせ 

(6) 「建築技術者向け設備工事ポイントシート」の発行につい

て 

(7) 建築セミナーの動画公開について 

第9回 

2021年3月1日 

オンライン開催 

1．定時総会・理事会等について 

(1) 建設キャリアアップシステムの状況について 

(2) 2021年度事業計画案について 

(3) 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣

言（1月7日）を踏まえた建設現場の対応について 

2．建築運営会議報告事項 

(1) 木造・木質建築普及ワーキングチーム報告 

(2) 建築ロボット専門部会 2020年の活動概要 

(3) 技術提案制度専門部会と国交省東北地方整備局との総合評

価に関する意見交換報告 

(4) 「サイバーセキュリティ月間」に伴う情報セキュリティの

強化について 

(5) 「建築技術者向け設備工事ポイントシート」の発行 

(6) セミナー・見学会等の開催報告 

 

１０. 安全対策本部・建設三団体安全対策協議会合同会議 

第1回 

2021年3月24日 

【書面にて決議】 

1. 議題 

(1) 2020年度の対策本部・協議会の事業実施結果および2021年

度の事業計画（案）について 

(2) 2020年度の支部・地方協議会活動結果について 

(3) 2021年度の協議会分担金（案）について 
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〈２〉委員会等の活動 

 

各委員会の活動は、前年度事業計画との関係を明らかにするとともに、活

動を継続的に改善していくことを目的として2018年度からPDCAサイクルによ

る記載としている。 

今年度からは活動実績および活動目的に照らした評価を記載している。 
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〇：計画通り活動を実施した　△：計画した活動の一部のみ実施した　×：計画した活動を実施しなかった

Ａ：目的・目標の実現に資する成果が得られた　Ｂ：一部で成果が得られたものの不十分な部分がある　Ｃ：成果を得ることができず、課題が多い　Ｆ：目的・目標を達成したため、活動を終了

Plan  （2020年度計画）

１. 建設業の基本的な課題

（１）東日本大震災からの復旧・復興対策の推進　　復旧・復興対策特別委員会　（宮本洋一委員長　清水建設、高嶋正彦副委員長　熊谷組） (2020年度をもって廃止）

①　復旧・復興工事の施工に関する検討
1）   東日本大震災と復旧・復興事業に係る会員企業が有する資料の調査と活
用方策の検討

〇 東北地方整備局の要請に基づき、会員企業に資料提供の協力を依頼 2020年6月 F 会員企業に提供いただいた資料のほか、日建連の
活動資料や震災復興に関する「Ace建設業界」の
記事等を東北地方整備局に提供

2）   会員企業の復旧・復興工事の受注状況調査の実施 〇 調査の実施 毎月 F 主要なインフラの整備はほぼ終了したため、今年
度で調査を終了

3）   復旧・復興工事の円滑な施工に関する検討 〇 委員や東北支部からの情報収集により課題の検討 F 課題が見受けられなかったため、具体的活動は実施
せず

4）   復旧・復興工事の円滑な施工等に関する国、地方公共団体等への要望活
動や提言

〇 委員や東北支部からの情報収集により課題の検討 F 課題が見受けられなかったため、具体的活動は実施
せず

5）   復興まちづくり事業に係る諸課題への対応 〇 復興まちづくり事業の現場におけるフォローの実施 F 課題が見受けられなかったため、具体的活動は実施
せず

（２）  福島第一原発事故対策の推進  電力対策特別委員会（押味至一委員長　鹿島建設） (2020年度をもって廃止。　但し、中間貯蔵・除染部会の活動は電力・エネルギー技術委員会に改組）

①　放射性物質対策（除染～中間処理・貯蔵～最終処分）全体のさらなる迅速化、適正化に向けた検討
6）   環境省との意見交換による中間貯蔵施設整備に関する課題の抽出、要請 〇 中間貯蔵施設等関連工事施工中の会員、各現場から工事等に関する要望事

項、業務を遂行するにあたっての意見を抽出
2020年6月 Ａ 環境省との意見交換による中間貯蔵施設整備に関する課題の抽出、要請

環境省環境再生・資源循環局除染・中間貯蔵施設チーム次長と中間貯蔵施
設等関連工事施工中の会員、各現場からの要望、意見を示す意見交換を実
施
上記要望、意見に関する環境省の対応を確認

2020年9月
2020年11月

7）   中間貯蔵施設等整備事業（除染事業を含む）の迅速化、適正化等、除染
事業実施上の諸課題の検討

〇 中間貯蔵施設等関連工事施工中の会員、各現場からの工事等に関する要望
事項、業務を遂行するにあたっての意見を抽出

2020年6月 Ａ 中間貯蔵施設等整備事業（除染事業を含む）の迅速化、適正化等、除染事業実施上の諸課題の検討

8）   安全、施工、輸送に関する課題の検討 〇 中間貯蔵施設等関連工事施工中の現場を対象に、更なる安全対策、現場管
理の徹底を図るための相互パトロールを実施

2020年8月 Ａ 安全、施工、輸送に関する課題の検討

〇 中間貯蔵施設等関連工事施工中の現場を対象に、更なる安全対策、現場管
理の徹底を図るための相互パトロールを実施

2021年1月 Ａ

〇 環境省提供による毎月の事故発生状況報告を共有
現場作業関係者への安全喚起、事故防止対策の徹底を要請

通年 Ａ

9）   国、外郭団体等との情報交換、意見交換の実施 〇 環境省環境再生・資源循環局除染・中間貯蔵施設チーム次長と中間貯蔵施
設等関連工事施工中の会員、各現場からの要望、意見を示す意見交換を実
施
上記要望、意見に関する環境省の対応を確認

2020年9月
2020年11月

Ａ 国、外郭団体等との情報交換、意見交換の実施

10） 我が国のエネルギー政策に関する調査研究 × 新型コロナウイルス対策により活動を見合わせた。 F
11） 再生可能エネルギーの普及促進に関する調査研究ならびに課題の抽出 × 新型コロナウイルス対策により活動を見合わせた。 F

12） 原子力政策に関する調査研究 × 新型コロナウイルス対策により活動を見合わせた。 F

（３）建設キャリアアップシステムの普及・推進　　建設キャリアアップシステム推進本部　（村田誉之本部長（～2020年5月）　相川善郎本部長(2020年6月～）　大成建設、 茅野 正恭副本部長　鹿島建設）

13） 会員企業の取組状況調査の実施 ○ 日建連会員企業のCCUS取組状況フォローアップ調査を実施 2020年11月 Ｂ 建設キャリアアップシステムの普及は道半ばのた
め

新目標達成につき会員企業への働きかけの強化と取組状況調査の実施

14） モデル事業の実施など、普及促進に向けた活動の実施 ○ CCUS推進本部15社における優良取組み事例集（一般向け）の作成・公表 2020年6月 Ｂ 建設キャリアアップシステムの普及は道半ばのた
め

国、地方公共団体等への要望、各種意見交換会などを通じたCCUS活用に向けた働きかけ

料金値上げを受けた対応の検討 2020年7月

資金拠出要請に係る検討 2020年7月

技能者向けリーフレットの制作（建設業振興基金と共同） 2020年8月

新目標の策定 2021年3月 新目標達成のため新たな行動計画(仮称)を策定

支部を通じた地方公共団体等発注の公共工事におけるCCUS義務化の要望 2021年3月

（４）  生産性の向上　　生産性向上推進本部（今井雅則本部長　戸田建設、前田 操治副本部長　前田建設工業）

15） 産業構造・土木・建築それぞれの分野での生産性向上方策の推進 産業構造・土木・建築それぞれの分野での生産性向上方策の推進

16） 「生産性向上推進要綱」フォローアップ調査の実施と諸課題の改善 〇 生産性向上推進要綱 2019 年度フォローアップ報告書を公表 2020年10月 Ａ 引き続き調査を実施 「生産性向上推進要綱」フォローアップ調査の実施と諸課題の改善

17） 優良事例集の発行などを通じた建設業全体の生産性向上への貢献と発注
者、社会一般の理解促進

△ 今年度は事例集の作成を中止 F

18） 生産性向上推進要綱の適用期間（2016～2020年度）終了後の扱いに関す
る検討

生産性向上推進要綱の適用期間（2016～2020年度）終了後の取り組みに関する検討

（５）  週休二日の普及　　週休二日推進本部（井上和幸本部長　清水建設、相川善郎副本部長　大成建設）

19） 週休二日実現行動計画フォローアップ調査の実施と会員企業への情報提
供

〇 2019年度通期・下半期期調査、2020年度上半期調査の実施 2020年7月　12月 Ａ 引き続き調査を実施 週休二日実現行動計画フォローアップ調査の実施と会員企業への情報提供

20） WEB動画「WorkStyle Lab」での事例紹介など、会員企業が週休二日を推
進するための活動支援、ツールの充実

〇 WorkStyle Lab動画14本作成公開 通年 Ａ 引き続き調査を実施 WEB動画「WorkStyle Lab」での事例紹介など、会員企業が週休二日を推進するための活動支援、ツールの充実

〇 パンフレットリニューアル 2020年10月

〇 WEBページ新コンテンツ作成 2020年12月

（６）  建設業に関する基礎的な調査研究　　総合企画委員会（村田誉之委員長（～2020年5月）　相川善郎委員長(2020年6月～）　大成建設）

①　建設業をめぐる社会経済情勢の変化への対応と建設業のあり方についての検討 ①　建設業をめぐる社会経済情勢の変化への対応と建設業のあり方についての検討
21） 「建設業の長期ビジョン」のフォローアップ【新規】 〇 フォローアップを実施 2021年2月 F

新常態（ニューノーマル）に対応した新たなビジネスモデルの検討

22） 社会動向に応じた建設業に関連する諸課題に関する対策の検討 〇 外部講師を招き、諸課題を検討する予定がコロナにより延期。事務局と
RICEによるコロナの影響分析結果を共有し、対応を検討した。

2021年2月 Ａ 引き続き検討を継続 社会動向に応じた建設業に関連する諸課題に関する対策の検討

23） 下請取引適正化自主行動計画のフォローアップ 〇 フォローアップ調査報告書を理事会へ報告 2020年7月 Ａ 引き続き調査を実施 下請取引適正化自主行動計画のフォローアップ

②　建設市場の動向等に関する調査研究 ②　建設市場の動向等に関する調査研究

24） 会員企業の受注実績月別調査の実施 〇 受注統計調査を実施(毎月) 毎月 Ａ 引き続き調査を実施 会員企業の受注実績月別調査の実施

25） 会員各社の決算状況調査の実施 〇 会員会社の決算状況調査報告書をHPにて好評 2020年7月 Ａ 引き続き調査を実施 会員各社の決算状況調査の実施

26） 建設市場動向等に関する調査研究 〇 【講演】㈱日本政策投資銀行 2020年9月 Ａ 今後も必要に応じて講演会を開催 建設市場動向等に関する調査研究

Check （目標に照らした評価）

復旧･復興部会(加
藤 和彦部会長　清
水建設)

Action  （2021年度活動計画）

中間貯蔵・除染部会
(利穂 吉彦部会長
鹿島建設)

電力部会(一色 眞人
部会長　西松建設)

政策部会
(谷山 二朗部会長
大成建設)

Do　（2020年度活動実績）
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〇：計画通り活動を実施した　△：計画した活動の一部のみ実施した　×：計画した活動を実施しなかった

Ａ：目的・目標の実現に資する成果が得られた　Ｂ：一部で成果が得られたものの不十分な部分がある　Ｃ：成果を得ることができず、課題が多い　Ｆ：目的・目標を達成したため、活動を終了

Plan  （2020年度計画） Check （目標に照らした評価） Action  （2021年度活動計画）Do　（2020年度活動実績）

　　　　産業調査部 経済調査室長 宮永 径　様

　　　　「2019年度設備投資計画調査の概要」について

27） マクロ経済計量モデルを活用した公共投資予測等に関する調査研究 〇 マクロ経済軽量モデル分析調査を実施 マクロ経済計量モデルを活用した公共投資予測等に関する調査研究

③　建設業の法令に関する調査研究 ③　建設業の法令に関する調査研究

28） 建設業の法令に関する調査研究 × 今年度は対応すべき課題がなかった Ｂ 今後も必要に応じて対応 建設業の法令に関する調査研究

④　PPP・PFIによる社会資本整備に関する調査研究 ④　PPP・PFIによる社会資本整備に関する調査研究

29） PPP・PFI事業の情報収集および制度・運用の改善に向けた検討 PFI事業へのコロナ禍の影響についてヒアリング調査を実施 2020年6月 Ａ 必要に応じてヒアリング・情報収集 PPP・PFI事業の情報収集および制度・運用の改善に向けた検討

内閣府へ「PFI事業に関する要望書」(コロナ関連)を提出 2020年6月 Ｂ 引き続き、内閣府へ要望書等を提出予定

内閣府と意見交換会 2020年6月 Ａ 必要に応じて意見交換会を開催

自民党_PFI推進特命委員会　会議出席 2020年11月 Ａ 次年度も必要に応じて対応

PFI事業に関する視察会を開催 2020年2月

30） コンセッション方式の活用等、PPP・PFIのアクションプランによる新た
な事業類型の推進に係る諸課題の検討

〇 【講演】内閣府 PPP/PFI推進室
　　　　企画官　井村　洋三 様
　　「PPP/PFI推進アクションプラン(令和2年改定版)について」

2020年9月 Ａ 今後も必要に応じて講演会を開催 コンセッション方式の活用等、PPP・PFIのアクションプランによる新たな事業類型の推進に係る諸課題の検討

⑤　コンプライアンスの徹底、CSR遂行の企業経営の実践推進 ⑤　コンプライアンスの徹底、CSR遂行の企業経営の実践推進

31） 企業行動規範実践推進月間（10月）に係る活動 〇 【講演動画配信】
講師：舘野聡子氏（特定社会保険労務士、シニア産業カウンセラー）
演題：演題：テレワーク時代における上司と部下の新しい関係

2020年11月～12
月

Ａ 企業行動規範実践推進月間（10月）に係る活動

〇 会員会社に会長名で『「日建連等企業行動規範」実践推進のお願い』
を送付

2020年10月

32） 日建連等企業行動規範の改定に向けた検討 〇 規範の改定作業中 Ｂ 改定に関する意見聴取中

（７）  優秀な建築物、良質な社会資本の顕彰　　日建連表彰委員会(宮本洋一委員長　清水建設、押味至一副委員長　鹿島建設）

33） 日建連表彰の実施 △ 新型コロナの影響により11月に予定していた2020年表彰式を延期 - Ｂ 2020年表彰式は次年度4月へ延期 2021年日建連表彰の実施

〇 土木賞及びＢＣＳ賞の選出 2020年12月 Ａ 2020年日建連表彰 表彰式を開催

〇 2021年日建連表彰の募集を開始 2021年1月 Ａ

（８）  広報活動の効果的な推進　　広報委員会（佐々木正人委員長　竹中工務店）

①　広報誌「ACe 建設業界」の発行 ①　広報誌「ACe 建設業界」の発行

34） 読者アンケートを反映した誌面づくりの検討【新規】 〇 会員企業企業社員を対象とした読者アンケートを4回実施し、結果を誌面
に反映した。第2特集として日建連活動を積極的に掲載した（適正工期、
意見交換会、表彰制度等）

4月、7月、10
月、1月

Ａ 読者アンケートを反映した誌面づくりの推進

35） 広報誌記事とWEBの連携【新規】 〇 連載記事「現場イノベーション」「令和の建人」の詳細内容、写真、映像
等を日建連ホームページに掲載し、連動を図った

Ａ 広報誌記事とＷＥＢの連携

②　市民現場見学会の開催（目標500万人） ②　市民現場見学会の開催（目標500万人）

36） 発注者、関係団体等と一体となった市民現場見学会の積極的な開催 △ 「発注者と連携した現場見学会」は北海道支部の2回開催に留まった。東
北、北陸支部ではオンラインの見学会を開催した

10月 Ｂ コロナ感染防止のため 発注者、関係団体等と一体となった市民現場見学会の積極的な開催

37） 小中学生およびその保護者を対象とした「けんせつ小町活躍現場見学
会」の開催

△ 夏休みの見学会は中止したが、けんせつ小町委員会と連携してオンライン
の見学会を開催した

2月 Ｂ コロナ感染防止のため 小中学生およびその保護者を対象とした「けんせつ小町活躍現場見学会」の開催（オンライン見学会の継続実
施）【新規】

38） 市民団体や学校等の要請に対応した「市民現場見学会」の積極的な開催 × 市民団体、学校等からの開催要請がなく、実施しなかった コロナ感染防止に配慮したオンライン現場見学会の開催【新規】

③　ホームページ、SNSの企画・運営 ③　ホームページ、SNSの企画・運営

39） SNSを活用した情報発信に向けた検討【新規】 〇 ＳＮＳ活用ＷＧを設置し検討を開始した。各委員会の活動をYouTubeに
アップした

6月 Ａ ＳＮＳを活用した情報発信に向けた検討

40） アクセス調査に基づくホームページの継続的更新 〇 定期的に調査を行い的確に更新を行った Ａ アクセス調査に基づくホームページの継続的更新

④　パブリシティの活用推進 ④　パブリシティの活用推進

41） 日建連の主要な活動に関するマスコミへの計画的な情報提供【新規】 〇 理事会後の記者会見を実施するとともに、的確にマスコミ発表、取材対応
を行った

Ａ 日建連の主要な活動に関するマスコミへの計画的な情報提供

42） マスコミ関係者、会員企業広報関係者との連携の強化【新規】 △ 十分な連携ができなかった Ｂ コロナによって活動が制約されたため マスコミ関係者、会員企業広報関係者との連携の強化

⑤　その他 ⑤　その他

43） 科学技術館「建設館」の活用と周知の促進 △ 科学技術館が休館となり十分な活用と周知ができなかったが、免振装置の
改修を行った

Ｂ コロナ感染防止のため 科学技術館「建設間」の活用と周知の促進

44） 「建設業ハンドブック2020」の発行及び内容の見直し 〇 会員企業等に幅広く配布した 11月 Ａ 「建設業ハンドブック2021」の発行

45） 新春懇談会の開催 〇 例年の立食パーティーでなく、記者と日建連幹部によるマスコミ懇談会を
開催した

1月 Ａ 新春懇談会の開催

46） 日建連表彰制度に関するPR・イベントの推進【新規】 〇 広報誌に特集記事を掲載するなど、幅広く情報発信を行った 3月 Ａ 日建連表彰制度に関するPR・イベントの推進

47） 中高生に向けた建設業界PRの企画・推進【新規】 〇 小中高生を対象としたオンラインの見学会を開催した 2月 Ａ 中高生に向けた建設業界ＰＲの企画・推進

48） 日建連10周年記念誌発行に向けた検討【新規】 〇 会員企業等に幅広く配布した 3月 F

（９）  総合的な環境対策の推進　　環境委員会（櫻野泰則委員長　熊谷組、岡本正副委員長　清水建設）

①　環境経営の充実に向けた活動の展開 ①　環境経営の充実に向けた活動の展開

49） 建設業界における環境活動全体の指針および方向性の検討 〇 建設業の環境自主行動計画改定に伴う取りまとめ 2021年4月 Ａ 建設業界における環境活動全体の指針および方向性の検討

△ 環境報告ガイドライン建設業版の作成 Ｂ 引き続き同ガイドライン作成の継続実施

50） 環境関連法規制、環境リスク等に関する情報収集、提供 〇 環境LDB法令集の監修 2020年8月 Ａ 環境関連法規制、環境リスク等に関する情報収集、提供

建設工事の環境法令ガイドの作成、発行 2021年4月 Ａ
51） 行政、関連業界など社会動向の把握および情報収集、提供 〇 外部委員会への委員派遣と情報収集 ー Ａ 建設業の環境活動情報の開示、ステークホルダーとのエンゲージメントの推進

②　施工段階における温暖化対策の推進 ②　施工段階における温暖化対策の推進

52） 施工段階におけるCO2排出量・削減活動実績の把握 〇 2018年度 建設施工現場におけるCO2排出量・削減活動調査の実施、調査
結果を経団連に報告

2020年12月 Ａ 施工段階におけるCO2排出量・削減活動実績の把握

〇 2020年度調査シート会員配布、各社にて調査開始 2020年9月 Ａ
53） 建設業界における省燃費運転の普及、展開 × 新型コロナウイルス対策により研修会開催を見合わせた。 Ｃ 三密を避ける手法を検討したが、主催者、参加者

の安全を優先することとして開催を見合わせた。
建設業界における省燃費運転の普及、展開
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〇：計画通り活動を実施した　△：計画した活動の一部のみ実施した　×：計画した活動を実施しなかった

Ａ：目的・目標の実現に資する成果が得られた　Ｂ：一部で成果が得られたものの不十分な部分がある　Ｃ：成果を得ることができず、課題が多い　Ｆ：目的・目標を達成したため、活動を終了

Plan  （2020年度計画） Check （目標に照らした評価） Action  （2021年度活動計画）Do　（2020年度活動実績）

54） 地球温暖化防止活動の啓発 〇 2019年4月発行の「バイオディーゼル燃料利用ガイドライン」改訂版の一
部修正およびＨＰ公開

2020年11月 Ａ 地球温暖化防止活動の啓発

55） 行政、関連団体との連携した活動 × 新型コロナウイルス対策により実施を見合わせた。 Ｃ 三密を避ける手法を検討したが、主催者、参加者
の安全を優先することとして開催を見合わせた。

行政、関連団体との連携した活動

③　生物多様性保全および持続可能な利用の推進 ③　生物多様性保全および持続可能な利用の推進

56） 建設業界における生物多様性保全活動の促進 〇 中長期における活動方針の策定と課題整理の取りまとめ 2021年3月 Ａ 建設業界における生物多様性保全活動の促進

57） 自然共生社会構築に資する多様な主体との連携 〇 経団連生物多様性宣言・行動指針（改定版）への賛同（経団連生物多様性
宣言イニシアチブ）

2020年6月 Ａ 自然共生社会の構築に資する多様な主体との連携

× 有識者講演会ならびに出前講義、研修会実施の見合わせ Ｃ 新型コロナウィルス感染防止を目的に年度内にお
ける当該活動を自粛とし、実施を見合わせた。

④　建設副産物対策の推進 ④　建設副産物対策の推進

58） 建設業界における適正処理および循環型社会の実現に向けた建設廃棄物
の削減とリサイクルの推進

〇 継続的に推進する事業の実施（法改正に伴うマニュアル･HPの更新） Ａ 建設業界における適正処理および循環型社会の実現に向けた建設廃棄物の削減とリサイクルの推進

59） 他産業界との連携、協力等による循環型社会形成の推進 〇 経団連循環型社会形成自主行動計画の参加 Ａ 他産業界との連携、協力等による循環型社会形成の推進

廃プラスチック類の排出･処理等に関する処理業者との意見交換等の実施 Ａ

60） 土壌汚染対策法に関する対応 〇 「汚染土壌の取扱い」パンフレットの更新･発行 Ａ 土壌汚染対策法に関する対応

61） 有害廃棄物等の対策 〇 環境省および厚労省が設置する委員会等への参画（石綿） Ａ 有害廃棄物等の対策

⑤　カーボンニュートラルの実現に向けた諸課題の検討

カーボンニュートラルに関する課題の検討

⑤　建設六団体副産物対策協議会への参画 ⑥　建設六団体副産物対策協議会への参画
62） 建設副産物の適正処理の啓発活動への協力 〇 廃プラスチック関連ポスターの作成･発行の協力 Ａ 建設副産物の適正処理の啓発活動への協力

（１０）  建設技能者の確保・育成と労働環境の改善　　労働委員会（今井雅則委員長　戸田建設）

①　建設技能者の人材確保・育成に向けた諸施策の推進 ①　建設技能者の人材確保・育成に向けた諸施策の推進
63） 建設キャリアアップシステムのレベル別賃金水準に関する検討 〇 国交省「標準見積書改定WG」における検討内容について国交省と意見交換

を実施。意見を集約して国交省に提出予定。
2020年12月 Ｂ 引き続き日建連の会員企業の意見を報告書等の結

論に反映させるよう努める必要がある
レベル別賃金を踏まえた見積りの尊重方法について検討・決定

64） 重層下請構造の改善に向けた検討 〇 国交省「一人親方問題に関する検討会」に委員を派遣 2020年6月～ Ｂ 引き続き日建連の会員企業の意見を報告書等の結
論に反映させるよう努める必要がある

重層下請構造の改善に向けた検討

65） 建設キャリアアップシステムを活用した社会保険加入状況把握方策の検
討

○ 社会保険の加入に関する下請指導ガイドラインの改定について
国交省と意見交換を実施

2020年7月 Ａ 10月に取り組みが開始されたばかりであり、CCUS
の普及状況と併せて引き続き取り組みが必要

建設キャリアアップシステムの活用状況を含め社会保険加入状況把握についてフォローアップ

66） 2020年秋以降の建退共制度と建設キャリアアップシステムとの連携に向
けた検討

〇 建退共電子申請方式の試行的実施、建退共とCCUSの連携（説明会の実施、
参加の要請）

2020年7月 Ａ 年度内は試行であり、引き続き連携のための取り
組みが必要

2021年4月以降の建退共制度と建設キャリアアップシステムとの連携の実施に関するフォローアップ

67） 日建連快適職場基準（仮称）への移行に関する検討 〇 快適職場認定制度の廃止の決定、快適職場基準へ移行 2020年10月 Ａ 日建連快適職場基準の実施

68） 外国人技能者受入れに関する元請業者としての取組みの推進 × 特定技能の試験がコロナの影響で実施されておらず実習生からの移行以外
に特定技能外国人として入る者がいないため、元請企業として新たな取組
みの必要が生じなかった

評価不能。継続の必要あり。 外国人技能者受入れに関する元請業者としての取組みのフォローアップ（特定技能の試験が実施された場合）

69） 各種教育プログラムへの支援 〇 富士教育訓練センター、建専連スキルアップサポート制度に対応 Ａ 各種教育プログラムへの支援

②　労働条件の改善 ②　労働条件の改善

70） 時間外労働の適正化に向けた自主規制のフォローアップ 〇 2019年度労働時間調査報告書の公表 2020年10月 Ａ 引き続きフォローアップ調査を実施し、時間外労働の上限規制への対応状況を注視する

71） 職員の働き方改革につながる施策について情報収集や意見交換、会員企
業への情報発信

〇 職員の働き方改革施策の事例収集、水平展開を実施 2021年2月 Ａ 会員企業の改革・改善事例の収集と情報提供の実施

72） テレワーク、在宅勤務等の新たな働き方の導入に関する意見交換 〇 テレワーク・在宅勤務、コロナ後の働き方に関して情報交換を実施 2020年7月～10月 Ａ テレワークなどの新たな働き方に関する会員企業が抱える具体的な問題点、効果に関する情報収集し、発信。

73） 年休取得義務化への対応に関する情報収集や意見交換 〇 年休取得状況や取得方策に関する情報交換を実施 2020年10月 Ａ

（１１）  けんせつ小町の活躍推進　　けんせつ小町委員会（新井英雄委員長　三井住友建設）

74） 「けんせつ小町活躍推進計画」のフォローアップ調査内容の企画、検討 〇 新計画に基づき、新たなフォローアップ調査項目の検討 2021年3月 Ａ 今後も状況に応じて調査項目等を見直す 「けんせつ小町活躍推進計画」のフォローアップ調査内容の実施

けんせつ小町の新しいタグライン策定とその普及展開活動

75） トイレ、更衣室の普及に関する施策の検討と実施 〇 トイレ・更衣室の好事例に関する新たなコンテンツの作成 2021年3月 Ａ 今後も必要に応じてコンテンツを見直す トイレ、更衣室などの現場環境整備に関する施策の検討と実施

76） 「現場環境整備マニュアル及びチェックリスト」等のブラッシュアップ 〇 環境整備マニュアルのWEBページをリニューアル 2020年11月 Ａ 今後も必要に応じてブラッシュアップする 現場環境整備の好事例に関するコンテンツの作成

77） 「けんせつ小町」を中心とした職員のやりがい、満足度に関する定性的
な調査の検討

△ やりがい、満足度に関する情報は収集したが調査は未実施 Ｂ 引き続き調査内容を検討の上、調査を実施する 「けんせつ小町」を中心とした職員のやりがい、満足度に関する定性的な調査の検討

78） 「けんせつ小町セミナー」など会員企業向けイベントの開催 〇 オンラインセミナー開催 2020年10月 Ａ 「けんせつ小町セミナー」など会員企業向けイベントの開催

79） 「けんせつ小町活躍推進表彰」の開催 〇 表彰式・受賞活動発表会実施、WEB配信 2020年10月 F 新規イベントへ衣替え 「けんせつ小町工事チーム」の充実化に関する施策の展開

80） 協力会社支援の事例調査等の実施 〇 技能者を含め、建設業界の魅力を発信する動画を企画 2021年3月 Ｂ 技能者等の魅力を発信する動画の企画を新たに実
施したが、協力会社支援の調査は未実施。

 協力会社支援の事例調査等の実施

81） けんせつ小町ホームページなどWEB、SNSを活用した情報発信 〇 WEB更新、Instagramフォロワー2000名獲得 2021年3月 Ａ 継続強化 けんせつ小町ホームページなどWEB、SNSを活用した情報発信

建設業界のPRに資する企画制作（動画コンテンツ、キッズユニフォームの制作等）

82） 「Edu Townあしたね」の充実など東京書籍と協働で新たなキャリア教育
向けコンテンツの検討

〇 オンライン現場見学会企画(21年4月開催予定） 2021年2月 Ａ 継続強化 東京書籍と協働でオンライン現場見学会の企画開催

（１２）  都市・地域政策に関する検討　　都市・地域政策委員会（髙瀨伸利委員長　西松建設）

①　都市・地域政策に関する検討 ①　都市・地域政策に関する検討

83） 国土交通省都市局、住宅局との意見交換会、その他情報共有の展開 △ 都市局との意見交換会実施予定 Ｃ オンライン開催も含め検討 国土交通省都市局、住宅局との意見交換会、その他情報共有の展開

②　都市税制に関する検討 ②　都市税制に関する検討
84） 都市税制に関する検討 〇 都市・住宅対策促進に関する税制改正要望を取りまとめ、税制改正要望に

反映
2020年6月 Ａ 都市税制に関する検討（引き続き要望を実施）

（１３）  震災対策等大規模災害への対応　　災害対策委員会（清水琢三委員長　五洋建設）

①　大規模災害対応力強化に関する取組みの加速化 ①　大規模災害対応力強化に関する取組みの加速化

85） 広域的な災害を想定した災害対応体制の強化 〇 支部、会員会社の防災訓練の参加　及び　緊急連絡体制、緊急車両通行証
発行の円滑化の検討

2020年4月～2021
年3月

Ａ  広域的な災害を想定した災害対応体制の強化

86） 災害協定の運用上の課題に関する検討 〇 災害対応について課題を整理し、国土交通省との意見交換を実施 2020年11月 Ａ  災害協定の運用上の課題に関する検討

87） 内閣府が主体となって開催する「防災推進国民大会」への参加など災害
対応活動の広報、周知に関する検討

〇 「防災推進国民大会2020 in 広島」への参加 2020年10月 Ａ  内閣府が主体となって開催する「防災推進国民大会」への参加など災害対応活動の広報、周知に関する検討

88） 関係機関との意見交換および災害対策に関する本・支部会議の開催 〇 意見交換を実施（東京電力（関東支部-東京電力との災害協定9月締結）、
国土交通省、環境省（D-WAST NET））

2020年4月～2021
年3月

Ａ  関係機関との意見交換および災害対策に関する本・支部会議の開催

けんせつ小町部会
(細川 珠生部会長
三井住友建設)

都市・地域政策部会
(澤井 良之部会長
西松建設)

災害対策部会
(松尾 史朗部会長
五洋建設)

 

 　

 

 

 
鹿島建設)

技能者確保・育成部
会
(長田 眞一部会長
戸田建設)

職場環境部会
(塩入 徹弥部会長
大成建設)
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〇：計画通り活動を実施した　△：計画した活動の一部のみ実施した　×：計画した活動を実施しなかった

Ａ：目的・目標の実現に資する成果が得られた　Ｂ：一部で成果が得られたものの不十分な部分がある　Ｃ：成果を得ることができず、課題が多い　Ｆ：目的・目標を達成したため、活動を終了

Plan  （2020年度計画） Check （目標に照らした評価） Action  （2021年度活動計画）Do　（2020年度活動実績）

②　会員企業における大規模災害対策の支援等 ②　会員企業における大規模災害対策の支援等
89） 建設BCPガイドラインの改定等の検討 〇 「新型コロナウイルス感染症対応建設BCPガイドライン」を策定 2020年11月 Ａ 「建設BCPガイドライン」の改定等の検討

90） BCP・地域防災に関する事例紹介、取組みの周知活動 〇 新型コロナを含めた新たなハザードに対する会員向け講演会を実施 2021年2月 Ａ  BCP・地域防災に関する事例紹介、取組みの周知活動

91） 内閣府・防災推進協議会の防災促進活動への参加 〇 内閣府からの通知、防災週間、津波防災の日等の周知活動等の実施 2020年4月～2021
年3月

Ａ  内閣府・防災推進協議会の防災促進活動への参加

（１４）  建設業の国際化への対応　　国際委員会（蓮輪賢治委員長　大林組）

①　インフラ輸出戦略への貢献 ①　インフラ輸出戦略への貢献

92） 政府の「インフラシステム輸出戦略（令和元年度改訂版）」に示された
諸施策への協力

〇 海外インフラに関する機関の情報から現状を把握 Ａ 今後も継続して協力する 政府の「インフラシステム海外展開戦略2025」に示された諸施策への協力

93） インフラ輸出に関する関係各方面への要請や提言（海外建設協会と連
携）

× 情報を収集したが、日建連として要請や提言を行う必要性や機会はなかっ
た

Ｂ 今後とも必要に応じて対応する インフラ輸出に関する関係各方面への要請や提言（海外建設協会と連携）

②　国際化に伴う諸問題への対応 ②　国際化に伴う諸問題への対応
94） TPP、EPA、WTO政府調達協定等、建設業にも影響が及ぶ国際的な問題へ
の的確な対応

〇 中国によるスマートシティに関するISOの提案がされたことについて、今
後の影響も含め、対応策を検討した。

Ａ 今後とも必要に応じて対応する TPP、EPA、WTO政府調達協定等、建設業にも影響が及ぶ国際的な問題への的確な対応

③　国際協調の推進 ③　国際協調の推進

95） 海外からの視察団等への対応 × 今年度は対応すべき課題がなかった Ｂ 今後とも必要に応じて対応する 海外からの視察団等への対応

96） 外国企業等の特別会員への対応 × 今年度は対応すべき課題がなかった Ｂ 今後とも必要に応じて対応する 外国企業等の特別会員への対応

（１５）  会計基準・税制への取組み　　会計・税制委員会（前田操治委員長　前田建設工業、田原 悟副委員長　前田建設工業）

①　会計基準変更への対応 ①　会計基準変更への対応

97） ASBJが新規に公表する基準に関し、建設業としての対応について検討 〇 日本公認会計士協会（JICPA）が公表する監査・保証実務委員会研究報告
に対し、総合建設業の立場から意見申入れ

2020年3月 Ａ ASBJが開発中の基準について、必要に応じて建設業としての対応を検討

②　税制改正への取組み ②　税制改正への取組み
98） 税制改正に関する検討と要望の実施 〇 国土強靭化税制の創設、建設業振興に係る税制の創設、納税に関する手続

き簡素化、都市・住宅対策促進税制の延長等、税制改正に関する検討と要
望の実施

2020年4～11月 Ｂ 検討結果を要望書として提出したが、実現されな
かった部分がある

実現されなかった要望について、要望の根拠となるデータや数値の拡充とともに、関係省庁との事前の調整や関
連団体との連携強化等、要望方法を見直した上で、要望を継続

経済情勢を踏まえた必要な追加要望につき検討を実施

（１６）  安全対策等の推進　　安全委員会（乘京正弘委員長　飛島建設、福島正浩副委員長　五洋建設、柴田敏雄副委員長　三井住友建設）

①　安全対策の推進 ①　安全対策の推進
99） 「災害防止対策特別活動」の実施 △ 災害防止啓発リーフレット作成配布、コロナのため現場パトロール未実施 2020年6月 Ｂ 活動周知リーフレットは作成配布したものの、現

場パトロール未実施のため
「災害防止対策特別活動」の実施

100）    建設現場に従事する一人親方への労災保険特別加入制度の加入促進
に向けた活動の展開

× 災害防止対策特別活動パトロール時、一人親方への労災保険
特別加入状況を確認予定であったが、パトロール未実施のため未確認

Ｃ 現場パトロール未実施のため 建設現場に従事する一人親方への労災保険特別加入制度の加入促進に向けた活動の展開

101）   労働災害事例集の作成 〇 土木・建築別の死亡災害事例集を作成配布 2021年3月 Ａ 労働災害事例集の作成

102）   建設職人基本法への対応【新規】 〇 厚労省への墜落災害防止提言書の提出、基本計画見直しに関する厚労省、
国交省からのヒアリング、厚労省。国交省との協議

2020年4月～
2021年1月

Ａ 建設職人基本法への対応

103）   発注機関との意見交換会および現場パトロールの実施 △ NEXCO中日本との安全に関する意見交換会実施、現場パトロールは未実施 2020年11月 Ｂ 発注機関よりパトロール実施依頼がなかった 発注機関との意見交換会の実施

104）    2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会施設工事安全衛
生対策協議会への参画

× 同協議会未開催 F

②　衛生対策の推進 ②　衛生対策の推進
105）  「トンネル建設工事粉じん障害防止対策推進強化月間」の実施 △ 粉じん障害防止啓発ポスター・リーフレット作成配布、コロナのため現場

パトロール未実施
2020年10月 Ｂ 活動周知リーフレットは作成配布したものの、現

場パトロール未実施のため
「トンネル建設工事粉じん障害防止対策推進強化月間」の実施

106）  発注機関との意見交換会および現場パトロールの実施 × 意見交換会、パトロール未実施 F 発注機関より意見交換、パトロール実施依頼がな
かった

③　海上における建設工事に伴う安全の確保および環境保全、公害防止対策の推進 ③　海上における建設工事に伴う安全の確保および環境保全、公害防止対策の推進
107）  海洋工事現場の安全衛生、環境対策の推進 〇 海洋工事現場の点検の実施 2020年10月～11

月
Ａ 海洋工事現場の安全衛生、環境対策の推進

〇 表彰の実施 2021年3月 Ａ
108）  海洋工事の安全衛生、環境対策に関する知識の向上と啓発 〇 研修の実施 2020年9月 Ａ 海洋工事の安全衛生、環境対策に関する知識の向上と啓発

〇 標語の募集と安全啓発ポスターの作成配布 2020年11月 Ａ
（１７）  公衆災害防止対策の推進と公害防止・建設副産物対策の推進　　公衆災害対策委員会（浅沼 誠委員長　淺沼組、多田 二三男副委員長　大豊建設）

①　建設工事に伴う交通事故、地下埋設物事故、火薬類盗難および発破事故等の事故防止対策と公害防止および建設副産物管理の効果的な推進

109）  現場点検と必要な指導の実施 △ 交通対策　8現場で点検と必要な指導を実施、春季点検はコロナのため未
実施

2020年9月～10月 Ｂ 春季点検未実施のため 現場点検と必要な指導の実施

△ 地下埋設物対策　2現場で点検と必要な指導を実施、春季点検はコロナの
ため未実施

2020年12月 Ｂ 春季点検未実施のため

△ 火薬類対策　9現場で点検と必要な指導を実施 2020年10月 Ａ
△ 環境公害対策　9現場で点検と必要な指導を実施、春季点検はコロナのた

め未実施
2020年11月 Ｂ 春季点検未実施のため

110）  優良事業場表彰の実施 × コロナのため、表彰なし Ｂ 表彰未実施のため 優良事業場表彰の実施

111）  現場用教育資料の作成 〇 交通対策　「建設現場の安全運転管理」（第27版）の改訂発行 2020年5月 Ａ 現場用教育資料の作成

〇 地下埋設物対策　「第40回地下埋設物安全旬間」のポスター作成配布 2020年9月 Ａ

〇 環境公害対策　環境啓発ポスターの作成配布 2020年8月 Ａ

112）  事故防止等に関する講習会の開催 △ 交通対策　秋季の1回開催（規模縮小）99名受講、春季はコロナのため中
止

2020年9月 Ｂ 春季講習会未実施のため 事故防止等に関する講習会の開催

△ 地下埋設物対策　秋季の1回開催（規模縮小）100名受講、春季はコロナの
ため中止

2020年11月 Ｂ 春季講習会未実施のため

〇 火薬類対策　例年通り秋季に1回開催　54名受講 2020年11月 Ａ
△ 環境公害対策　秋季の1回開催（規模縮小）105名受講、春季はコロナのた

め中止、地方講習会1回開催42名受講
2020年11月 Ｂ 春季講習会未実施のため

（１８）  鉄道工事における事故防止活動の推進　　鉄道安全委員会（飯塚恒生委員長　東急建設、大沢悟副委員長　鉄建建設）

113）  鉄道工事事故（鉄道工事現場での労働災害、列車運転阻害事故）の防
止および現場環境保持のための安全パトロールの実施

〇 JRTTの北海道新幹線工事において、トンネル工事現場2箇所をパトロール
し、JRTTへの報告会とともに意見交換を実施

2020年10月 Ａ 鉄道工事事故（鉄道工事現場での労働災害、列車運転阻害事故）の防止および現場環境保持のための安全パト
ロールの実施

114）  発注機関の事故防止施策の会員企業への周知 〇 会員企業および関東支部に対し、鉄道桁への車両衝突事故防止のための安
全チラシを配布して、啓発活動を実施

2020年10月 Ａ 発注機関の事故防止施策の会員企業への周知

115）  安全標語の募集、安全ポスター・短冊の作成 〇 安全標語募集、優秀標語選定および最優秀標語による安全ポスター・短冊
の作成、配布。

2020年10月～
2021年6月

Ａ 安全標語の募集、安全ポスター・短冊の作成

116）  発注機関と共同による事故防止施策説明会の開催および周知徹底 〇 鉄道安全委員会及び関東支部安全講習会において、JRTTより講師を招聘し
て安全講和を開催し、会員への啓発活動を実施

2020年7月、11月 Ａ 発注機関と共同による事故防止施策説明会の開催および周知徹底

安全推進部会
（林 宏延　鹿島建
設）

安全教材部会
（相原 俊彦　鉄建建
設）

BCP部会
(勝見 剛部会長　鹿
島建設)

国際部会
(川﨑 満部会長　大
林組)

①　建設工事に伴う交通事故、地下埋設物事故、火薬類盗難および発破事故等の事故防止対策と公害防止およ
び建設副産物管理の効果的な推進

会計部会
(高田 佳明部会長
大林組)

税制部会
(京極 剛部会長　鹿
島建設)

安全対策部会
(本多 敦郎部会長
鹿島建設)

衛生対策部会
(佐藤 恭二部会長
飛島建設)

海洋安全部会
(塚本 雅志部会長
東洋建設)

交通対策部会
(大沢 悟部会長　鉄
建建設)

地下埋設物対策部
会
(黒川 修治部会長
大林組)

火薬類対策部会
(木村 雅哉部会長
西松建設)

環境公害対策部会
（土屋 完部会長　奥
村組)
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〇：計画通り活動を実施した　△：計画した活動の一部のみ実施した　×：計画した活動を実施しなかった

Ａ：目的・目標の実現に資する成果が得られた　Ｂ：一部で成果が得られたものの不十分な部分がある　Ｃ：成果を得ることができず、課題が多い　Ｆ：目的・目標を達成したため、活動を終了

Plan  （2020年度計画） Check （目標に照らした評価） Action  （2021年度活動計画）Do　（2020年度活動実績）

117）  安全教材の編集、出版、配付 △ 会員の所有する安全教材に係るアンケート調査を実施し、教材の編集に向
けて取組んだが、コロナ感染症拡大防止のため活動を休止

2020年8月～9月 Ｂ コロナ感染症拡大防止のため 安全教材の編集、出版、配付

２. 土木分野の課題

（１）  土木工事に係る諸課題への対応　　土木本部（宮本洋一本部長　清水建設）

①　公共工事の諸課題に関する意見交換会の実施 ①　公共工事の諸課題に関する意見交換会の実施
118）  全国9地区にて、働き方改革（担い手確保）と生産性の向上に関する
テーマを中心に、国土交通省地方整備局等、地方公共団体、関係機関（高速
道路会社、鉄道運輸機構、都市再生機構、水資源機構、下水道事業団等）と
の意見交換会を、各地方整備局等との共催にて開催

〇 国土交通省地方整備局等との「公共工事の諸課題に関する意見交換会」
を、全国９地方整備局等と日建連本部によるテレビ会議方式にてそれぞれ
開催し、関係機関、自治体等の発注機関はライブ配信により参加
働き方改革・担い手確保と生産性向上に関するテーマを中心に意見交換
し、諸課題の改善に向けた施策や方針が数多く打ち出された

2020年5～6月 Ａ 「公共工事の諸課題に関する意見交換会」を国土交通省地方整備局等との共催により、5月から6月にかけて全国
9地区にて、働き方改革（担い手確保）と生産性の向上に関するテーマを中心に、地方整備局等、地方公共団
体、関係機関（高速道路会社、鉄道運輸機構、都市再生機構、水資源機構、下水道事業団等）と開催

各地区での意見交換会の結果について本省報告会を開催 2020年6月

意見交換会のテーマのうち主要な直轄工事の取組み課題をフォローし改善
につなげていくため国土交通省との意見交換会フォローアップ会議を4回
開催し、取組み状況の報告と改善に向けて意見交換

2020年7月
2020年11月
2021年1月
2021年3月

「公共工事の諸課題に関する意見交換会」における議論を踏まえ、各テーマのフォローアップを図るため、国土
交通省・日建連意見交換会フォローアップ会議を、７月から３月の間、４回程度開催

国交省道路局と意見交換会を、週休二日の実現や生産性の向上、公共事業
予算の確保、災害対応などをテーマに実施

2020年10月

②　社会資本整備が果たす役割・効果に関する情報発信 ②　社会資本整備が果たす役割・効果に関する情報発信

119）  社会資本整備が果たす役割・効果に関する講演会等の開催 〇 社会資本整備の重要性に関するシンポジウムを、仙台市にて足立敏之イン
フラ再生研究会代表、今村文彦東北大学教授、五道仁実内閣官房国土強靭
化推進室次長を講師に迎え、約200名の参加を得て開催

2020年11月 Ａ 社会資本整備が果たす役割・効果に関するシンポジウム等を地方支部数か所にて開催

③　防災・減災、国土強靭化への対応 ③　防災・減災、国土強靭化への対応

120）  公共事業予算の確保に向けた要望 〇 防災・減災、国土強靭化の加速化に必要かつ十分な公共事業費の確保など
「公共事業予算に関する要望」を、国土交通大臣をはじめ与党幹部に要望

2020年11月 Ａ 公共事業予算の確保に向けた要望

④　i-Constructionシステム学講座への対応 ④　i-Constructionシステム学講座への対応
121）  i-Constructionシステム学講座に係る調査研究への協力 〇 東京大学に設置されたi-Constructionシステム学寄付講座の第1期（2018

年10月から令和3年9月）におけるインフラデータプラットフォーム(IDP)
の開発などの成果を踏まえ、さらに現場実装に展開する第2期の研究計画
が提示され、日建連として引き続き参画支援を決定

2020年11月 Ａ i-Constructionシステム学講座に係る調査研究への協力

東京大学主催による寄付講座の成果報告会の開催に当たり企画協力および
会員企業への開催案内

2020年11月

⑤　プレキャストの導入促進 ⑤　プレキャストの導入促進

122）  プレキャスト導入に向けた国内外の調査検討 〇 プレキャスト製品の活用状況のアンケート調査を実施するとともに、さら
なる利活用に向けて近畿地方整備局、北陸地方整備局と意見交換を実施

2020年7月 Ａ プレキャストのさらなる活用に向けた調査検討

（２）  公共工事の円滑な実施　　公共工事委員会（茅野正恭委員長　鹿島建設、田中茂義副委員長　大成建設、池田謙太郎副委員長　清水建設）

①　入札契約方式に関する調査検討 ①　入札契約方式に関する調査検討

123）  総合評価方式の改善に関する検討 〇 直轄工事における総合評価方式の入札手続きの負担軽減等を図るため、発
注時期の平準化や負担軽減に関する調査検討とともに、技術提案における
課題の調査検討を行い、国土交通省等と意見交換を実施

2020年10月
2021年1月

Ａ 総合評価方式の改善に関する検討

124）  技術提案・交渉方式（ECI）や一括審査方式等の多様な入札契約方式
に関する検討

〇 技術提案・交渉方式（ECI）や一括審査方式、段階選抜方式の実施状況を
調査

毎月 Ａ 技術提案・交渉方式（ECI）や一括審査方式等の多様な入札契約方式に関する検討

②　低価格入札等に関する調査 ②　低価格入札等に関する調査

125）  公共発注機関の低入札等に関する実態調査の実施 〇 国交省、地方公共団体、高速道路会社等発注の公共土木工事について低入
札等に関する実態調査を実施

2020年5月、11月 Ａ 公共発注機関の低入札等に関する実態調査の実施

③　企業評価等に関する調査検討 ③　企業評価等に関する調査検討

126）  企業評価や技術者の活用・育成に関する調査検討 〇 土木技術者年齢構成調査の実施、とりまとめ 2020年1月 企業評価や技術者の活用・育成に関する調査検討

専任補助者制度等の若手技術者の登用促進する入札契約制度、監理技術者
補佐制度の活用、担当技術者のコリンズの実績登録の改善、女性技術者の
育成に向けた入札制度など、若手技術者の登用に向けた調査研究

Ａ

④　高速道路工事の諸課題に関する検討 ④　高速道路工事の諸課題に関する検討

127）  設計変更等ガイドラインの現場への浸透および現場業務の効率化に関
する課題の検討

〇 高速道路会社発注工事の現場実態を把握するためのアンケート調査や、阪
神高速の工事発注・契約等の改善に向けたアンケート調査等の実施

2020年11月 Ａ 高速道路工事における設計変更等ガイドライン等の活用徹底、および働き方改革や業務の効率化等の生産性向上
などに関する検討

128）  週休二日の実現に向けた検討 〇 高速道路会社発注工事の週休二日モデル工事の実施状況yや、アンケート
結果による現場の実態を踏まえ、高速道路会社との意見交換会にて改善要
望

2020年11月 Ａ

129）  高速道路各社との意見交換の実施 〇 高速道路各社（本社）との意見交換の実施し、週休二日、生産性の向上、
ＣＣＵＳの普及、工事発注の見通しの通年（１年間）公表、床版取替工
事・４車線蚊工事・耐震補強工事の諸課題の改善を提案

2020年10～12月 Ａ 高速道路各社との意見交換の実施

ＮＥＸＣＯ東日本東北支社、ＮＥＸＣＯ西日本中国支社との現場視察及び
意見交換の実施

2020年8～9月

ＮＥＸＣＯ西日本と耐震補強工事、４車線化工事の入札契約制度に関する
意見交換の実施

2020年6月

⑤　生産性向上に向けた取組みの調査検討 ⑤　生産性向上に向けた取組みの調査検討

130）  建設現場の業務の効率化等、生産性向上に関する調査検討 〇 生産性向上事例集～土木編～の作成 2020年4月 Ａ 建設現場の業務の効率化等、生産性向上に関する検討

品質管理基準などの規定に基づく施工管理のうち、既存技術の活用による
現場業務効率化が可能となる事例、および活用する仕組みの構築を国土交
通省に要望

2020年11月

（３）  請負契約制度の改善　　公共契約委員会（田中茂義委員長　大成建設、嘉藤好彦副委員長　熊谷組、一色眞人副委員長　西松建設）

①　請負契約に係る受発注者間のリスク分担に関する検討および啓発 ①　請負契約に係る受発注者間のリスク分担に関する検討および啓発
131）  請負契約約款上の受発注者間のリスク分担のあり方に関する検討およ
び知識の普及

〇 現場の若手所長を対象に、契約管理セミナーを草柳俊二東京都市大学客員
教授を講師に迎え、東京、大阪、福岡の3地区で、それぞれ開催（3地区
252名参加）

2020年10～11月 Ａ 請負契約約款上の受発注者間のリスク分担のあり方に関する検討および知識の普及

工事管理の主導的立場にある技術者を対象に、契約管理エキスパート育成
講座を草柳俊二東京都市大学客員教授を講師に迎え、東京で開催（20名）

②　工事書類の簡素化に関する検討 ②　工事書類の簡素化に関する検討

企業評価部会
(間宮 賀津仁部会長
大成建設)

高速道路部会
(山崎 晶部会長　熊
谷組)

生産性向上部会
(後藤 隆之部会長
大林組)

契約部会
(太田 誠部会長　大
成建設)

工事管理部会
(桑原 泰秀部会長
清水建設)

新制度部会
(林 裕之部会長　奥

 　

 　

総合評価部会
(髙瀨 健三部会長
鹿島建設)

18



〇：計画通り活動を実施した　△：計画した活動の一部のみ実施した　×：計画した活動を実施しなかった

Ａ：目的・目標の実現に資する成果が得られた　Ｂ：一部で成果が得られたものの不十分な部分がある　Ｃ：成果を得ることができず、課題が多い　Ｆ：目的・目標を達成したため、活動を終了

Plan  （2020年度計画） Check （目標に照らした評価） Action  （2021年度活動計画）Do　（2020年度活動実績）

132）  受注者負担の軽減に資する工事書類の簡素化・標準化に向けた調査検
討

〇 提出書類の削減・簡素化、工事書類の適正な運用、ＡＳＰ活用状況、電子
契約などについてアンケート調査を実施し改善に向けて調査研究

2020年11月 Ａ 受注者負担の軽減に資する工事書類の簡素化に向けた調査検討

提出書類の法的根拠に関する調査研究

検査書類限定型モデル工事の実施状況のフォロー

③　監督・検査の効率化等に関する検討 ③　監督・検査の効率化等に関する検討

133）  ISO9001活用モデル工事による監督・検査業務の効率化等に関する調
査検討

○ ISO活用モデル工事の運用状況をフォローし、実施状況を国土交通省に報
告するとともに、実施要領の改訂に向けたヒアリング、意見照会への対応

2020年7、12月、
2021年3月

Ａ 遠隔臨場やISO9001活用モデル工事による監督・検査業務の効率化等に関する調査検討

遠隔臨場の試行拡大を受けて、試行工事をフォローし課題等を整理、国土
交通省に運用改善に向けて提案するとともに試行要領の改定の意見照会へ
の対応

2021年1、2月

国土交通省の第三者品質証明制度の実施状況に関する調査を実施 2020年11月

④　新たな契約方式に関する調査 ④　新たな契約方式に関する調査

134）  DB、PFI等の活用促進に係る課題の検討 〇 諸外国におけるPPP/PFI事業の動向について、日本総研から講師を招き講
習会の実施のほか、コンセッション事業における新型コロナの影響の調査
を実施

2021年1月 Ａ  DB、PFI等の活用促進に係る課題の検討

事業促進PPP（平常時）「東関道水戸線道路事業監理業務」事業者へのヒ
アリングを実施

（４）  積算の適正化と資材対策の推進　　公共積算委員会（佐藤健人委員長　大林組、足立宏美副委員長　前田建設工業、岩田充弘副委員長　竹中土木）

①　週休二日の実現および公共工事の円滑な施工の確保に関する調査検討 ①　週休二日の実現および公共工事の円滑な施工の確保に関する調査検討

135）  現場における週休二日の実現に向けた環境整備に係る検討 〇 週休二日の取り組みに関してアンケート調査と現場ヒアリングを実施。そ
の結果に基づき、意見交換会フォローアップ会議で国交省に対して改善要
望

2020年11月 Ａ 現場における週休二日の実現に向けた環境整備に係る検討

136）  適切な工期設定と工程管理に関する検討 〇 適切な工期設定や発注者の条件明示についてアンケート調査と現場ヒアリ
ングを実施し、その結果に基づき、意見交換会フォローアップ会議で国交
省に対して改善要望を実施

2020年11月 Ａ 適切な工期設定と工程管理に関する検討

137）  品確法の的確な運用に関する調査検討 〇 発注関係事務の運用に関する指針についてアンケート調査を実施し、運用
状況について実態を把握

2020年11月 Ａ 品確法の的確な運用に関する調査検討

②　工事の採算性改善に向けた調査 ②　工事の採算性改善に向けた調査
138）  公共土木工事における工事費構成比の実態把握と適正な間接費の確保
に向けた検討

〇 間接諸経費動向調査結果の調査票を収集し分析報告書を作成するととも
に、同調査に実態を適切に反映できるよう記入上の留意点をとりまとめた
資料を見直し会員各社に周知

2020年11月 Ａ 公共土木工事における工事費構成比の実態把握と適正な間接費の確保に向けた検討

139）  工期短縮および延伸に伴う適正な経費の算定方法の検討 〇 工期短縮や工期延伸に伴う経費に関するアンケート調査を実施 2020年11月 Ａ 公共土木工事における現場の実態把握と現行積算への迅速な反映に向けた検討

140）  山岳トンネル工事における諸課題への対策検討 〇 「山岳トンネル工事の肌落ち防止対策ガイドライン」改定後の積算基準の
妥当性や、吹付コンクリートに使用する急結剤の添加率等に関するアン
ケート調査を実施

2020年12月 Ａ

2024年度の改正労基法による時間外労働の上限規制の適用を見据え、トン
ネル工事における就労の実態と国土交通省の土木工事標準積算の妥当性に
関する調査研究とともに、トンネル工事以外で時間外労働上限規制に合わ
ない就労実態のある工種の洗い出し

2020年12月 Ａ

③　新技術の活用に向けた検討 ③　新技術の活用に向けた検討

141）  生産性向上に資する技術の導入促進に関する検討 〇 国土交通省の新技術導入促進Ⅱ型や、新技術導入の義務化の取組みに関す
るアンケート調査を実施

2020年11月、
2021年2月

Ａ  生産性向上に資する技術の導入促進に関する検討

型枠工法（養生工工法）、打継処理工、高強度せん断補強鉄筋など生産性
向上に資する新技術の標準化に向けて、関係発注機関へのヒアリングの実
施など調査検討

④　主要建設資材の動向調査および需給状況に応じた適切な対応 ④　主要建設資材の動向調査および需給状況に応じた適切な対応
142）  主要建設資材の価格および需給動向調査の実施 〇 全国9都市における主要建設資材の価格価格動向調査を毎月実施し、各地

区における市況、需給状況を把握
毎月 Ａ 主要建設資材の価格および需給動向調査の実施

143）  関係機関との意見交換、勉強会の継続実施による改善要望、情報共有 〇 全国生コンクリート協同組合、東京地区生コンリート協同組合と市況動向
や働き方改革を中心に、意見交換を実施

2020年6月 Ａ 関係機関との意見交換、勉強会の継続実施による改善要望、情報共有

各種資材の価格動向に関する情報交換および発行誌の掲載事項の改善要請
のため、建設物価調査会および経済調査会との意見交換会を実施

2020年12月 Ｂ

（５）  大更新時代に向けた対応策の強化　　インフラ再生委員会（山中庸彦委員長　清水建設、益子博志副委員長　三井住友建設、藤田謙副委員長　戸田建設）

①　維持管理・更新等のインフラ再生事業に関する調査検討 ①　維持管理・更新等のインフラ再生事業に関する調査検討
144）  インフラ再生事業における国内外の取組状況の調査 〇 インフラの老朽化対策をはじめ社会資本整備の重要性に関するホームペー

ジを活用した積極的な広報検討とともに、国土交通省の委員会等に委員を
派遣し情報収集

Ａ 大規模更新事業などインフラ再生事業に係る調査研究

145）  高速道路会社が実施する大規模更新事業における課題の整理 〇 大規模修繕事業における課題等を整理し、高速道路各社との意見交換会で
改善を要望

Ａ

146）  会員企業が持つ維持管理・更新技術の展開 △ 各社の維持管理・更新技術の積極的な事例公開に向けた検討 Ｃ 検討過程であり、今後も継続した検討が必要 インフラ再生事業をはじめ社会資本整備の重要性に係る広報

②　BIM/CIMの導入推進および3次元データ等の利活用に向けた検討　 ②　BIM/CIMの導入推進および3次元データ等の利活用に向けた検討　
147）  BIM/CIMの円滑な導入、活用を図るための制度的、技術的方策の検討
および活用事例の収集

〇 BIM/CIM推進委員会への参画を通じてBIM/CIM活用に向けた検討および提言 2020年10月 Ａ BIM/CIMの円滑な導入、活用を図るための制度的、技術的方策の検討

③　ICTを活用した建設生産システムの効率化(i-Construction)に関する検討 ③　ICTを活用した建設生産システムの効率化(i-Construction)に関する検討
148）  ICT活用工事に関する要領基準類や積算基準に関する検討 〇 会員各社に対してICT活用工事に関する意見要望についてアンケート調査

を実施
2020年11月 Ａ ICT活用工事に関する要領基準類や積算基準に関する検討

④　無人化および自動化・ロボット化技術の実用化に向けた検討 ④　無人化および自動化・ロボット化技術の実用化に向けた検討
149）  ロボット革命イニシアティブ協議会への協力等 〇 日本建設機械施工協会と建設機械の遠隔・自動・自律に関する検討 2021年1月 Ａ 重機の自動化技術等の活用に向けた環境整備、およびロボット化技術に関する調査検討

（６）  土木技術に関する課題への対応　　土木工事技術委員会（大隅健一委員長　大豊建設、松本伸副委員長　大林組、春日昭夫副委員長　三井住友建設）

①　土木技術開発に関する調査研究 ①　土木技術開発に関する調査研究
150）  コンクリート施工技術の向上に関する調査研究 〇 生コン情報の電子化について、「建設現場の生産性を飛躍的に向上するた

めの革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト(PRISM)」に公募。対
象プロジェクトに採用され、電子化した生コン情報の活用に関する試行工
事を実施

2020年4月～2021
年3月

Ａ 生コン情報電子化について、土木部門だけでなの
建築部門も含めた普及に向けて、引き続き検討

コンクリート施工技術の向上に関する調査研究

〇 東北支部におけるコンクリートセミナー等への講師の派遣(計３回) 2020年5月～11月 Ａ 東北支部の要請に応じ、講師派遣を継続

151）  建設生産現場における技術革新に関する調査研究 〇 国総研および土研とゼネコン研究所とのオンライン意見交換会を開催 2020年11月 Ａ 引き続き、年１回の意見交換会を実施 建設生産現場における技術革新に関する調査研究

〇  国総研「道路橋の性能評価技術に関する共同研究(指定型) への参加 2020年4月～2021
年3月

Ａ 国総研、建コン協、橋建協、PC建協と共同で研究
中,2021年度に終了予定

再生戦略部会
(樋口 義弘部会長
清水建設)

技術部会
(弘末 文紀部会長
安藤・間)

コンクリート技術部
会
(笠井 和弘部会長
飛島建設)

土木技術開発部会
(石山 宏二部会長
西松建設)

土木技術研究部会
(古市 耕輔部会長
鹿島建設)

 　

 

 　

新技術推進部会
(近藤 敬士部会長
五洋建設)

資材対策部会
(日暮 徹部会長　熊
谷組)

 　

 

(林 裕之部会長　奥
村組)

施工部会
(安藤 賢一部会長
大林組)

積算部会
(森田 英仁部会長
竹中土木)
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〇：計画通り活動を実施した　△：計画した活動の一部のみ実施した　×：計画した活動を実施しなかった

Ａ：目的・目標の実現に資する成果が得られた　Ｂ：一部で成果が得られたものの不十分な部分がある　Ｃ：成果を得ることができず、課題が多い　Ｆ：目的・目標を達成したため、活動を終了

Plan  （2020年度計画） Check （目標に照らした評価） Action  （2021年度活動計画）Do　（2020年度活動実績）

152）  技術の伝承を担う後継者確保に向けた調査研究 〇 首都圏の土木系大学生への出前講座による啓発活動 2020年8月～2021
年3月

Ａ 土木工学系大学生を対象とした出前講座を、従来
の講座用資料をZOOM等オンライン形式でも可能な
ように改良し、首都圏を中心に14大学で実施（約
1000名受講）。来年度以降も実施

技術の伝承を担う後継者確保に向けた調査研究

153）  土木工事における環境関連技術に関する調査研究 〇 グリーン・インフラストラクチャーに関する啓発活動 2020年4月～2021
年3月

Ａ 国交省「グリーンインフラ官民連携プラット
フォーム」に三号会員として参加し、活動を継続

土木工事における環境関連技術に関する調査研究

②　土木技術に関する研修会等の開催 ②　土木技術に関する研修会等の開催
154）  土木技術に関する研修会等の開催 〇 若手建設技術者のための施工技術の基礎に関する研修会の開催 2020年8月 Ａ オンディマンド講習会に形式を変えて実施（前年

度並みの81名受講)。来年度以降も実施
土木技術に関する研修会等の開催

〇 コンクリート構造物の維持管理・補修に関する技術研修会の開催 2020年11月 Ａ オンディマンド講習会に形式を変えて実施（前年
度並みの62名受講)。来年度以降も実施

〇 新技術・新工法に関する技術講習会の開催 2021年2月 Ａ オンライン講習会に形式を変えて実施（前年度並
みの269名受講)。来年度以降も実施

③　土木工事における情報通信技術等に関する調査研究 ③　土木工事における情報通信技術等に関する調査研究
155）  土木工事における情報通信技術等に関する調査研究 〇 電子検査・電子納品に関する調査研究 2020年7月 Ａ 電子検査、電子納品の実態調査を実施 土木工事における情報通信技術等に関する調査研究

〇 受発注者間の情報共有システムに関する検討 2020年4月～2021
年3月

Ａ オンライン電子納品に関する検討、工事写真レイ
ヤ化ガイドの作成

〇 土木工事における情報通信および情報活用技術などに関する検討 2020年4月～2021
年3月

Ａ 土木分野でのロボット技術に関する検討、建築本
部との連携

④　大学・高専等の土木施工講座およびゼネコン、サブコン等の社員研修用の教材の作成 ④　大学・高専等の土木施工講座およびゼネコン、サブコン等の社員研修用の教材の作成
156）  「わかりやすい土木施工入門（仮称）」の作成 〇 「わかりやすい土木施工入門(仮称)」の作成 2020年4月～2021

年3月
Ｂ 当初の執筆スケジュールから若干遅れているが、

来年度での完成を目指して作業中
「わかりやすい土木施工入門（仮称）」の作成

⑤　土木技術のPR ⑤　土木技術のPR
157）  土木技術の未来の担い手である子供たちへの広報活動 × 新型コロナ感染防止対応のため、コンテストが今年度中止 Ｃ 土木学会で来年度でのコンテスト実施を検討 土木技術の未来の担い手である子供たちへの広報活動

158）  土木学会主催「未来の土木コンテスト」への協賛 × 新型コロナ感染防止対応のため、コンテストが今年度中止 Ｃ 土木学会で来年度でのコンテスト実施を検討 土木学会主催「未来の土木コンテスト」への協賛

（７）  電力施設建設の推進等　　電力・エネルギー工事委員会（福富正人委員長　安藤・間、池田謙太郎副委員長　清水建設）

①　電力施設の建設技術等に関する調査研究 ①　電力施設の建設技術等に関する調査研究
159）  電力土木の施工技術等に関する調査 〇 電力土木分野へ活用が期待できる新技術・新工法の収集及び周知

・新技術・新工法検索システムの電力各社への紹介及び意見交換の実施
・検索システム掲載事例の更新

2020年4月～
2021年3月

Ａ  電力土木の施工技術等に関する調査
・電力土木における新技術・新工法検索システム掲載事例の更新
・再生可能エネルギーに係る各種施工技術等新テーマに関する調査研究

・次期テーマ選定に向けた検討

160）  電力施設の建設需要等に関する調査研究 〇 発送電分離や電力自由化等の新たな市場検討及びネルギー分野の動向に関
する調査研究
・各種講演会等への参加、収集した情報の共有

2020年4月～
2021年3月

Ａ 電力施設の建設需要等に関する調査研究
・発送電分離や電力自由化等の新たな市場検討及びネルギー分野の動向に関する調査研究の継続

②　電力施設の建設技術に関する関係機関との連携 ②　電力施設の建設技術に関する関係機関との連携
161）  新技術の開発・利用や技術の継承等に関する電力関係者との意見交換
会の実施

〇 電力関連機関・学識経験者の講演及び意見交換の実施 2020年4月～
2021年3月

Ｂ 新技術の開発・利用や技術の継承等に関する電力関係者との意見交換会の実施
・電力関連機関・学識経験者の講演及び意見交換の継続

・「我が国における洋上風力発電の現状と将来展望」
　国土交通省港湾局　海洋・環境課長　松良精三　氏

2020年7月

・「福島第一の廃炉事業と土木技術」
　東京電力㈱福島第一原子力発電所　土木部長　堀内友雅　氏

2020年12月

・「台風15号,19号の災害における課題及び今後の防災･減災対策につい
て」
　東京経済大学名誉教授　吉井博明　氏

2021年3月

△ 電力土木技術協会と共催で開催する秋季講演と見学会を計画したが、新型
コロナウイルス感染拡大のため、見学先に対する負担やリスク等を勘案
し、現場見学の中止を判断

△ 青森県下北エリアの原子力に係る各施設の見学及び今後の災害対策等に関
するヒアリングの実施を計画したが、新型コロナウイルス感染拡大のた
め、見学先に対する負担やリスク等を勘案し、現場見学の中止を判断

162）  建設技術の高度化や生産性向上を目的とした、研究機関の視察や講習
会への参加及び講師派遣

○ 電力土木講習会における「技術紹介」 2021年2月 Ａ 建設技術の高度化や生産性向上を目的とした、研究機関の視察や講習会への参加及び講師派遣
・電力土木技術協会と共催にて秋季講演と見学会を開催

「フィルダムの耐震補強工法－砕・転圧盛土工法」 ・先端技術を担う研究機関等の視察や意見交換会の開催

「4K定点カメラ映像による工事推進管理システム」 ・電力土木講習会における「技術紹介」の継続

「3眼カメラによる配筋検査システムの開発」

○ 電土協各委員会への委員の派遣、会誌「電力土木」への寄稿および座談会
への参加

2020年4月～
2021年3月

163）  電力土木技術協会等への委員派遣および関連講習会等への参加 ・電土協企画委員会、編集委員会、表彰委員会へ委員を派遣し、当委員会
活動との連携を図るとともに、電力土木誌へ各社の技術情報を紹介

2020年4月～
2021年3月

Ａ 電力土木技術協会等への委員派遣および関連講習会等への参加
・電土協各委員会への委員の派遣、会誌「電力土木」への寄稿および座談会参加の継続

③　電力・ガス工事における働き方改革への対応 ③　電力・ガス工事における働き方改革への対応
164）  電力・ガス工事における働き方改革実現に向けた課題の把握と改善策
の検討

○ 2020年度円滑な施工の確保に関するアンケート調査への協力及び調査結果
の分析

2020年11月～
2021年3月

Ａ 電力・ガス工事における働き方改革実現に向けた課題の把握と改善策の検討
・建設業の働き方改革に関する連絡会議（電力・ガス）への出席及び検討事項への対応の継続

（８）  鉄道建設事業の推進　　鉄道工事委員会　（伊藤泰司委員長　鉄建建設、木村　宏副委員長　鹿島建設、小寺健司副委員長　奥村組）

①　鉄道施工技術に関する調査研究と技術力の向上に関する取組み ①　鉄道施工技術に関する調査研究と技術力の向上に関する取組み
165）  鉄道構造物構築の省力化等施工技術の調査研究および施工実態を踏ま
えた改善点の調査研究

△ コロナ感染症拡大防止のため専門部会等を開催せず、個々の会員の自主活
動により個別の調査研究を実施

2020年6月～12月 Ｂ コロナ感染症拡大防止のため 鉄道構造物構築の省力化等施工技術の調査研究および施工実態を踏まえた改善点の調査研究

166）  鉄道建設工事技術者の技術力向上および鉄道固有技術の承継のための
「鉄道建設工事技術講習会」の開催

× コロナ感染症拡大防止のため、全国6か所における従来通りの出張講義形
式での講習会を中止

Ｃ コロナ感染症拡大防止のため 鉄道建設工事技術者の技術力向上および鉄道固有技術の承継のための「鉄道建設工事技術講習会（2020年度・
2021年度分）」の開催

②　鉄道工事の契約、積算上の課題の改善に関する取組み ②　鉄道工事の契約、積算上の課題の改善に関する取組み
167）  工事発注から完工までの間の契約、積算に関する諸課題の抽出と改善
策の検討

〇 JRTTおよびJR各社に対する鉄道工事の利益率並びに採算率に関するアン
ケート調査を実施し、これを基に契約・積算に関する諸課題を抽出して改
善策を検討し、意見交換会の場等における意見・要望の根拠づくりに活用

2020年6月～202
１年1月

Ａ 工事発注から完工までの間の契約、積算に関する諸課題の抽出と改善策の検討

168）  鉄道・運輸機構等の発注者との鉄道工事の採算性改善に向けた意見交
換会等の実施

〇 契約積算部会および幹事会の開催結果を踏まえ、JRTTとの意見交換会の場
で改善策の要望・提言活動を実施

2020年11月 Ａ 鉄道・運輸機構等の発注者との鉄道工事の採算性改善に向けた意見交換会等の実施

③　鉄道路線強化に向けた取組み ③　鉄道路線強化に向けた取組み
169）  国土強靭化のための鉄道路線強化計画等の資料収集並びに技術的可能
性に対する調査研究

△ コロナ感染症拡大防止のため、専門部会および各検討グループによる打合
せ・調査研究作業を停止。ただし、羽越新幹線についてはJRTTと共同作業
で、ルート図を作成。また12月に、今後の活動方針等について審議するた
め幹事会を実施

2020年６月～12
月

Ｂ コロナ感染症拡大防止のため 国土強靭化のための鉄道路線強化計画等の資料収集並びに技術的可能性に対する調査研究

170）  鉄道建設の理解促進に向けた「鉄道交通講演会」の開催 × コロナ感染症拡大防止のため、講演会を延期。（今年度中の実施予定な
し）

Ｃ コロナ感染症拡大防止のため 鉄道建設の理解促進に向けた「鉄道交通講演会」の開催

④　我が国鉄道技術の海外事業への展開に関する研究 ④　我が国鉄道技術の海外事業への展開に関する研究

 

 

 
設)

環境技術部会
(山本 彰部会長　大
林組)

土木技術研修部会
(長谷川 弘明部会長
三井住友建設)

土木情報技術部会
(今石 尚部会長　大
成建設)

企画情報部会
（中山範一部会長
熊谷組）

海外事業研究部会
（塙　守幸部会長

技術部会
（大西徳治部会長
西松建設）

企画情報部会
（清水穂高部会長
安藤・間）

施工技術部会
（高橋浩一部会長
戸田建設）

契約積算部会
（笠井高志部会長
鉄建建設）
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〇：計画通り活動を実施した　△：計画した活動の一部のみ実施した　×：計画した活動を実施しなかった

Ａ：目的・目標の実現に資する成果が得られた　Ｂ：一部で成果が得られたものの不十分な部分がある　Ｃ：成果を得ることができず、課題が多い　Ｆ：目的・目標を達成したため、活動を終了

Plan  （2020年度計画） Check （目標に照らした評価） Action  （2021年度活動計画）Do　（2020年度活動実績）

171）  我が国鉄道技術の海外活用、鉄道事業参画等に関する諸課題の検討 △ インド高速鉄道におけるインド民間企業への技術研修協力（鉄道・運輸機
構からの受託）に係る諸課題について検討実施。コロナ感染症拡大防止の
ため、専門部会等の開催は未実施

2020年6月～12月 Ｂ コロナ感染症拡大防止のため 我が国鉄道技術の海外活用、鉄道事業参画等に関する諸課題の検討

172）  諸外国の高速鉄道等整備動向等の情報収集の実施 △ コロナ感染症拡大防止のため、専門部会等の開催は未実施。業界紙やJREA
発行の専門誌等による諸外国の高速鉄道整備動向等の情報収集活動を実施

2020年6月～12月 Ｂ コロナ感染症拡大防止のため 諸外国の高速鉄道等整備動向等の情報収集の実施

173）  インド高速鉄道におけるインド高速鉄道公社及びインド民間建設企業
への技能研修協力（鉄道・運輸機構からの受託）

〇 インド高速鉄道におけるインド民間企業への技術研修協力（鉄道・運輸機
構からの受託）については、国交省とJRTTとの契約が成立したことから、
2021年2月にJRTTと受委託契約を締結。2021年3月には変更契約を締結し
て、2021年9月まで受委託契約を延伸。

2020年6月～2021
年9月

Ａ 2020年度に引続き、インド高速鉄道におけるインド高速鉄道公社及び民間建設企業への技術研修協力（鉄道・運
輸機構からの受託）を実施

⑤　鉄道工事における働き方改革実現に向けた取組み ⑤　鉄道工事における働き方改革実現に向けた取組み
174）  鉄道建設工事及び列車運行に起因する時間的制約を受ける鉄道工事に
おける週休二日の導入や長時間労働の是正に向けた課題の抽出と改善策の検
討

〇 2017ー2019年度のアンケート調査に基づいた比較表及び2021年実施の円滑
施工アンケート調査結果を整理し、働き方改革に係る改善状況等につい
て、委員会および専門部会において報告

2020年7月ー2021
年3月

Ａ 鉄道建設工事及び列車運行に起因する時間的制約を受ける鉄道工事における週休二日の導入や長時間労働の是正
に向けた課題の抽出と改善策の検討

（９）  海洋開発建設事業の推進　　海洋開発委員会　（武澤恭司委員長　東洋建設、野口哲史副委員長　五洋建設、池田謙太郎副委員長　清水建設、安部吉生副委員長　大成建設）

①　改定された海洋基本計画に基づく主要な課題に関する調査研究 ①　改定された海洋基本計画に基づく主要な課題に関する調査研究
175）  洋上風力発電の事業化促進に関する調査研究 〇 沿岸域の洋上風力発電等の事業化促進に関する調査研究 2020年4月～2021

年3月
Ａ 洋上風力発電の事業化促進に関する調査研究

・着床式にかかる「洋上風力発電の事業化促進に関する調査研究報告書
（その３）」の作成

（沖合の設置に適した基礎形式に関する調査、他団体との交流の検討等）

・国内外の最新動向についての調査（浮体式）

・海上技術安全研究所との意見交換 2020年10月

・風力発電協会と意見交換 2020年11月

176）  新たな海洋産業等の創出支援に関する調査研究 〇 ・新たな海洋産業等を創出支援する「海洋開発を担う次世代人材」の育成
に注目し以下を調査

2020年4月～2021
年3月

Ａ 新たな海洋産業等の創出支援に関する調査研究

・海洋教育等に関する事例の調査 ・海底鉱物資源の開発を支える拠点の検討及び北極海航路の活用を支える拠点に関する最新情報の収集整理

・工学教育に関する有識者（豊橋技科大市坪教授）との意見交換 2021年3月 ・海洋開発に関する教育、人材育成に関する調査検討（現地調査、有識者との意見交換を含む）

②　海洋開発建設技術に関する調査研究 ②　海洋開発建設技術に関する調査研究
177）  港湾・海岸インフラの強靭化技術に関する調査研究 ○ 近年、激甚化・大規模化する災害に対して、如何にインフラを強靱化し対

応しうるか、様々な事例の検証等を踏まえて、新たな整備方法の調査研究
2020年4月～2021
年3月

Ａ 港湾・海岸インフラの強靭化技術に関する調査研究

・海面上昇がもたらす事象、新たに必要となる対策を調査 ・現状の調査結果、現地調査を踏まえ、海洋関係の社会資本の強靭化技術の展開の方向性について検討を行う

・強風・豪雨がもたらす想定外の事象・新たに必要となる対策の検討

・河川、海岸、空港、陸上施設でとられている参考となる防災対策事例を
調査

・横浜国立大学大学院　中村由行教授から「気候変動の影響予測」につい
て講演

2021年3月

178）  我が国の海洋開発技術の海外展開に関する調査研究 〇 我が国の海洋開発技術を活かした海外展開に関する調査研究 2020年4月～2021
年3月

Ａ 我が国の海洋開発技術の海外展開に関する調査研究

・海洋開発技術を①ハード面（施工機械・工法等）②シフト面（i-
Construction等）③環境面（水質浄化・生態系保全等）の3グループに分
類し、過去の事例・最新技術の動向・海外ニーズ　等の調査を実施

・海外展開のキーとなる技術に関わる実施現場・大学・調査期間・民間企業にて最新技術の現地調査を行う

・（一財）国際臨海開発研究センター調査役　鈴木純夫氏より講演「海外
港湾事業の課題と事例」及び意見交換を実施

2020年9月

③　空港の建設技術等に関する調査研究 ③　空港の建設技術等に関する調査研究
179）  空港の処理容量拡大に関する調査研究 ○ 羽田空港の機能強化に向けた用地造成に関する調査研究 2020年4月～2021

年3月
Ａ 空港の処理容量拡大に関する調査研究

・ターミナル集約化に向けた既存施設移転のための用地造成 当面の間の機能強化に関する具体の計画を踏まえ、以下について検討

・航空の安定性・信頼性向上のためのＣ’滑走路用地の造成 ・用地造成の事業手法、施工手順や施工方法に関する検討

・Ｅ滑走路整備を見据えた建設残土受入のための土砂処分場の造成 ・機能強化に向けたシナリオの更なる具体化の検討

国土交通省航空局空港計画課　大都市圏空港調査室長　楠山　哲弘氏から
「東京国際空港（羽田空港）の概要等」について講演

2020年10月

180）  空港ターミナル地区の新設、再編計画に関する調査研究 ○ 羽田空港の将来構想に関する調査研究 2020年4月～2021
年3月

Ａ 空港ターミナル地区の新設、再編計画に関する調査研究

・羽田空港の10年後・20年後・30年後の段階的な展開を検討した。 ターミナル地区の現況調査、また、段階的な用地造成、アクセス整備を踏まえ課題整理を行う

・ターミナルおよびターミナル関連施設の段階的整備検討を、施設の現
状、ターミナルの機能向上、エプロンの機能向上、GS関連施設の機能向上
などを検討し、課題などの整理を実施

・日本空港ビルディング(株)施設計画室東京オリンピック・パラリンピッ
ク推進室長　松田様より、「羽田空港の現在と未来」というテーマでご講
演いただき、意見交換を実施

2020年11月

181）  空港のアクセスに関する調査研究 〇 東京国際空港（羽田）の新たな空港用地の段階的整備における空港アクセ
スに関する調査研究

2020年4月～2021
年3月

Ａ 空港のアクセスに関する調査研究

・オリパラ後の首都圏空港の空港アクセスの技術的課題について検討し、
今年度以降の検討方針を整理した

新アクセス構想、空港周辺の再開発などを新たな情報や、空港内の段階的な整備を踏まえ、新規のアクセス
について検討を行う

・空港アクセスの検討対象として、①広域的道路アクセス、②広域的鉄道
アクセス、③空港内連絡交通システム、を挙げ、現状の整備状況（既
存）、現在計画されているアクセス、将来構想を調査した

・調査・検討を継続
・空港アクセス整備の調査・検討においては、各アクセスの整備目的（課題の解決）とその効果を明確にす
ることで、全体的な利便性を向上させることを考える
・空港処理容量専門部会・空港ターミナル専門部会の検討の結果を反映した検討内容とする

・新たな空港用地の段階的整備に伴う空港アクセス（①広域的道路アクセ
ス、②広域的鉄道アクセス、③空港内連絡交通システム）を調査・検討を
している

・日本大学理工学部　交通システム工学科　教授　轟　朝幸氏から「空港
の未来—未来の実現は夢を語り合うことから」について講演

2020年12月

④　海洋の開発、利用および環境の保全等に関する情報の収集と発信 ④　海洋の開発、利用および環境の保全等に関する情報の収集と発信
182）  海洋の建設技術に関する講演会の開催、現地調査の実施 〇 阪神臨海部現地調査の実施 2020年11月 Ａ 海洋の建設技術に関する講演会の開催、現地調査の実施

大阪・関西万博や神戸港プロジェクト、大阪湾道路西伸部事業等の開発・
整備状況について、近畿地整、国際博覧会協会、大阪府・大阪市、神戸
市、阪神国際港湾（株）等と意見交換を実施

〇 委員会開催時に外部講師を招き、海洋におけるプロジェクトや建設技術等
について情報収集

・国土交通省大臣官房　技術参事官(港湾局)　加藤雅啓　氏から「港湾行
政の動向と課題」について講演

2021年3月

・港湾空港技術研究所　中島研究統括監、米山海洋研究領域長から「港湾
空港技術研究所の活動と洋上風力発電施設に関する取組み」について講演

2021年3月

183）  技術講演会、レポート、ホームページ等各種媒体を活用した調査研究
成果の広範かつ積極的な情報発信

〇 技術講演会を会場及びオンラインにて開催し、講演録を作成して配付を行
うとともにホームページに掲載し、会員企業・関係機関に対し調査研究成
果を発信した。

2020年9月 Ａ 技術講演会、レポート、ホームページ等各種媒体を活用した調査研究成果の広範かつ積極的な情報発信

（塙　守幸部会長
大林組）

働き方改革検討専
門部会
（藤森伸一専門部会
長　鉄建建設）

海洋基本計画推進
部会
（池尻一仁部会長
大成建設）

技術部会
（池田恭二部会長
大林組）

空港部会
（相河清実部会長
鹿島建設）
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〇：計画通り活動を実施した　△：計画した活動の一部のみ実施した　×：計画した活動を実施しなかった

Ａ：目的・目標の実現に資する成果が得られた　Ｂ：一部で成果が得られたものの不十分な部分がある　Ｃ：成果を得ることができず、課題が多い　Ｆ：目的・目標を達成したため、活動を終了

Plan  （2020年度計画） Check （目標に照らした評価） Action  （2021年度活動計画）Do　（2020年度活動実績）

184）  「海洋資源・産業ラウンドテーブル」等への参加、関係機関との意見
交換および技術協力等

○ 国土交通省港湾局との意見交換を実施 2020年11月 Ａ 「海洋資源・産業ラウンドテーブル」等への参加、関係機関との意見交換および技術協力等

○ 経団連海洋開発推進委員会特別会合、海洋資源・産業ラウンドテーブルへ
の参加

2020/11/1等

３. 建築分野の課題

（１）  建築設計に関する課題への対応　　建築設計委員会（尾崎勝委員長　鹿島建設）

①　関係団体との連携 ①　関係団体との連携
185）  五会会長会議への参加 〇 建築設計に係る共通の課題に関する意見交換 2021年6月 Ａ 五会会長会議への参加

②　日建連建築セミナーの開催　 ②　日建連建築セミナーの開催　
186）  建築文化の振興に向けた「日建連建築セミナー」の開催 〇 テーマ：「ふたつの予測不可能性」と「未体験な社会」

講師：内藤廣にて開催（172名参加、2020/12動画公開）
2020年10月 Ａ 建築文化の振興に向けた「日建連建築セミナー」の開催

③　建築関連法制度の動向への対応 ③　建築関連法制度の動向への対応
187）  建築関連法制度の見直しに関する情報収集、検討および要望、提言 〇 建築関係団体等との連携

・建築基準法等改正に伴う意見照会の実施
2020年4月～ Ａ 建築関連法制度の見直しに関する情報収集、検討および要望、提言

188）  国土交通省との建築分野に関する意見交換への参画 〇 建築関係団体等との連携
・建築物における電気設備の浸水対策のあり方に関する検討会への参画
・バリアフリー設計標準 検討委員会への参画
・建築BIM推進会議対応の実施（意見交換会開催、国交省ＢＩＭガイドラ
イン意見照会）

2020年4月～ Ａ 国土交通省との建築分野に関する意見交換への参画

④　設計施工一貫方式の普及促進 ④　設計施工一貫方式の普及促進
189）  設計施工契約約款の普及促進、見直し検討および多様な発注方式に対
応するバリエーション版約款の作成検討

× 参加予定の四会連合協定建築設計・監理等業務委託契約約款調査研究会Ｗ
Ｇがコロナの影響で活動を一時休止。

Ｃ コロナの影響によりWGの活動を一時休止 設計施工契約約款の普及促進、見直し検討および多様な発注方式に対応するバリエーション版約款の作成検討

⑤　建築設計部門に関する課題への対応 ⑤　建築設計部門に関する課題への対応
190）  建築設計部門アンケートの内容検討および実施 〇 建築設計部門アンケートの実施および報告書の作成・公開。 2021年3月 Ａ 建築設計部門アンケートの内容検討および実施

⑥　環境配慮設計・サステナブル建築に関する課題への対応 ⑥　環境配慮設計・サステナブル建築に関する課題への対応
191）  「省エネルギー計画書およびCASBEE対応状況調査」の実施および報告
書の作成、発表

〇 省エネCASBEE対応状況調査の実施および報告書の作成・公開。 2021年3月 Ａ 「省エネルギー計画書およびCASBEE対応状況調査」の実施および報告書の作成、発表

192）  サステナブル建築事例集の拡充、更新 〇 サステナブル建築事例集の更新による最新の省エネ建築の紹介 2021年3月 Ａ サステナブル建築事例集の拡充、更新

193）  建築物の環境対策に関する不動産協会、日本ビルヂング協会連合会、
低炭素社会推進会議等の関係団体、会議との連携の推進

〇 低炭素社会推進会議シンポジウムの開催への協力 2021年1月 Ａ 建築物の環境対策に関する不動産協会、日本ビルヂング協会連合会、低炭素社会推進会議等の関係団体、会議と
の連携の推進

194）  建築物省エネ法および関連諸制度に関する情報収集、検討および要
望、提言

〇 建築物省エネ法に関する国交省、経産省の検討委員会への参画 2021年9月 Ａ 建築物省エネ法および関連諸制度に関する情報収集、検討および要望、提言

⑦　構造設計に関する課題への対応 ⑦　構造設計に関する課題への対応
195）  建築構造設計関係の各種基準の見直しに関する情報収集、検討および
要望、提言

〇 建築関係団体等との連携・外部委員会への参画
「梁端の降伏ヒンジ領域に機械式継手を有する鉄筋コンクリート造梁の設
計施工指針」の一般評定取得

2021年1月 Ａ 建築構造設計関係の各種基準の見直しに関する情報収集、検討および要望、提言

196）  「鉄筋コンクリート造配筋標準図」の普及促進および関係団体からの
要望に対応した更新検討

〇 JSCAとの協同による標準図作成・公開 2020年6月 Ａ 「鉄筋コンクリート造配筋標準図」の普及促進および関係団体からの要望に対応した更新検討

⑧　設備設計に関する課題への対応 ⑧　設備設計に関する課題への対応
197）  冷凍空調機器の微燃性新冷媒の利用に関する情報収集、検討および要
望、提言

〇 マルチエアコンの冷媒漏洩問題および冷凍設備の微燃性新冷媒の扱いに関
する日本冷凍空調工業会との意見交換の実施。ステークホルダー会議への
参画

2021年7月 Ａ 冷凍空調機器の微燃性新冷媒の利用に関する情報収集、検討および要望、提言

198）  建築物省エネ法申請に関する各種計算法の検証と情報提供および要
望、提言

〇 建築物省エネ法に関する国交省、経産省の検討委員会への参画 2021年9月 Ａ 建築物省エネ法申請に関する各種計算法の検証と情報提供および要望、提言

（２）  建築生産に関する課題への対応　　建築生産委員会（蔦田守弘委員長　鴻池組）

①　建築施工に関する課題への対応 ①　建築施工に関する課題への対応
199）  建築工事における生産性向上の検討 〇 ・作業所長マネジメント醸成プログラム実施

・上記結果から、マネジメント好事例の抽出とシート化
2021年1月 Ａ 建築工事における生産性向上の検討

200）  魅力ある建設業、現場づくりの検討 × コロナ禍で「作業所長座談会・講演会」「魅力ある現場づくりに邁進する
作業所の視察」を開催せず。

－ Ｃ コロナ禍に対応する開催方法・内容が必要であっ
た。

変更：（上記項目に統合する）

201）  「省人化工法事例集」の更新 × 新型コロナウイルス感染症の影響で、更新検討会議を開催できなかった － F

202）  「ＩＣＴ活用事例集」の更新 〇 掲載事例の情報を最新の内容に更新した 2020年9月 F
203）  「スケッチコミュニケーション運動」の推進 〇 『建築知識』に特集記事を掲載した 2021年3月 F
204）  「フロントローディングの手引き」の作成、普及促進 〇 他部会（設計部会、設計企画部会、BIM専門部会）との協業に着手した。 2021年1月 Ａ 「フロントローディングの手引き」改訂版作成、普及促進

205）  適正な工期算定プログラムの改良、普及促進 〇 建築工事適正工期算定プログラムVer.5を制作・公開した。また、Ver.6の
制作に着手した。

2020年10月 Ａ 適正工期算定プログラムの改良、普及促進

206）  建築施工に関する教材の作成 〇 『The Japanese Building Process Illustrated　英訳 施工がわかるイラ
スト建築生産入門』を彰国社から出版した。

2020年7月 F －

207）  鉄骨工事管理責任者制度講習会テキストの作成および講師派遣 〇 新型コロナウイルス感染症のため新規講習会は非開催となったが、「講習
会動画のネット配信視聴＋筆記試験」となった更新講習会の実施に協力し
た。

2020年9月 Ａ 鉄骨工事管理責任者制度講習会に関する日本鋼構造協会への協力

208）  「鉄骨工事Ｑ＆Ａ」の更新 △ 事例を制作中だが、新型コロナウイルス感染症の影響で作業が遅れた。 － Ｂ コロナの影響により作業が遅れたため 「鉄骨工事Ｑ＆Ａ」の更新

209）  「鉄骨ファブ評価」の更新および工場設備情報の拡充 〇 新規335件を加えて、全数3642件となった。 2020年7月 Ａ 「鉄骨ファブ評価」の更新および工場設備情報の拡充

210）  「優良溶接せん断補強筋製造会社認定制度」に関する日本鉄筋継手協
会への協力

〇 工場審査への委員参画 2020年7月～2021
年3月

Ａ 「優良溶接せん断補強筋製造会社認定制度」に関する日本鉄筋継手協会への協力

211）  「鉄筋コンクリート工事Q&A」の更新 △ 事例を制作中だが、新型コロナウイルス感染症の影響で作業が遅れた。 － Ｂ コロナの影響により作業が遅れたため 鉄筋コンクリート工事に関する課題検討

212）  既製コンクリート杭施工管理指針のフォロー × コロナ禍で予定していた活動ができなかった － F －

②　建築設備に関する課題への対応 ②　建築設備に関する課題への対応
213）  総合施工への理解促進のための発信 〇 「フロントローディングの手引き」に係る設備関連ページ作成 Ａ 総合施工への理解促進のための発信

214）  建築物の管理・運用に係る建築設備情報システムの検討 〇 ・ゼネコン・サブコンに対し、建築設備に関するICT機器・ソフト利用の
実態調査を実施、調査結果をHPへ公開予定。

2021年3月予定 Ａ 建築物の管理・運用に係る建築設備情報システムの検討

215）  BIM、3DCAD等の建築設備情報に係る標準化の検討 〇 ・建築設備BIMに関する昨年度調査(BIMの不連続に関する調査)の深堀、結
果をHPへ公開予定。

2021年3月予定 Ａ BIM、3DCAD等の建築設備情報に係る標準化の検討

216）  標準建築費指数に向けた設備費指数の作成および検討 〇 標準建築費指数のための設備費指数の調査、建設工業経営研究会「標準建
築費指数季報」へのデータ提供

Ａ

217）  建築設備機器メーカーとの意見交換 × 新型コロナウイルス感染拡大防止の為中止 Ｃ コロナの影響により中止となったため 建築設備機器メーカーとの意見交換

設計企画部会
(浜田 優部会長　鹿
島建設)

構造設計部会
(篠崎 洋三部会長
大成建設)

設備設計部会
(渡部 恭一部会長
竹中工務店)

施工部会
(河合 邦彦部会長
大成建設)

設備部会
(三井 英一部会長
大成建設)
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〇：計画通り活動を実施した　△：計画した活動の一部のみ実施した　×：計画した活動を実施しなかった

Ａ：目的・目標の実現に資する成果が得られた　Ｂ：一部で成果が得られたものの不十分な部分がある　Ｃ：成果を得ることができず、課題が多い　Ｆ：目的・目標を達成したため、活動を終了

Plan  （2020年度計画） Check （目標に照らした評価） Action  （2021年度活動計画）Do　（2020年度活動実績）

218）  設備工事における生産性向上および担い手確保の検討 △ ・�担い手確保・働き方改革の観点から、設備工事の魅力向上・働き方の提

案等を目的とし、技能労働者の実態に関するアンケートを実施、現状の把
握（次年度継続）
�・設備技術者育成のための教育活動情報ツール「建築設備メーカー講習・
見学リスト」作成（次年度継続）
・リクルート用パンフレット「建築設備エンジニアへの道」改訂作業（次
年度継続）

2020年6月～2021
年3月

Ｂ コロナの影響により２か年計画に変更したため 設備工事における生産性向上および担い手確保の検討

③　建築に係るITに関する課題への対応 ③　建築に係るITに関する課題への対応

219）  セキュリティに関する最新技術の調査および課題の検討 〇 外部業者を招いて勉強会を実施した（8月、10月） 2020年8月、10月 Ａ セキュリティに関する最新技術の調査および課題の検討

220）  セキュリティ啓発ツールの作成 〇 ・情報セキュリティに関するガイドラインを改訂した
・教育用動画の制作し日建連ウェブサイトに公開した
・啓発ポスターの作成し日建連ウェブサイトに公開した

2020年11月、
2021年1月

Ａ セキュリティ啓発ツールの作成

221）  先端ICTに関する利活用状況の調査 〇 ・ベンダー（12社）を招いて最新ICTサービスについてヒアリングした
・土木情報技術部会と情報交流を行った。

2020年5月～2021
年3月

Ａ 先端ICTに関する利活用状況の調査

222）  建設業界におけるBIM活用推進の検討 〇 BIMモデル承認SWGおよびBIMモデル活用SWGを新規設置し、具体的な検討に
着手した。

2020年7月 Ａ 建設業界におけるBIM活用推進の検討

223）  「施工BIMのスタイル2020」の発行、普及促進 〇 2021年3月発行 2021年3月 F
224）  施工計画のBIMライブラリーの検討 〇 ・日本建設機械工業会とBIMライブラリ整備に関する協業を開始した。

・移動式クレーンのライブラリ仕様の標準化に着手した。
2021年3月 Ａ BIMライブラリ標準化の検討

225）  建築ITセミナーの開催 〇 新型コロナウイルス感染対策として、オンラインセミナー形式で開催した 2021年2月 Ａ 「建築のITセミナー」の開催

226）  「建築本部ITWEB」の更新 〇 活動成果物を公開した 2020年11月～
2021年2月

Ａ 「建築本部IT-WEB」の更新

（３）  建築における制度に関する課題への対応　　建築制度委員会（奥村洋治委員長　フジタ）

①　建築に係る法令・契約に関する課題への対応 ①　建築に係る法令・契約に関する課題への対応

227）  民間（七会）連合協定工事請負契約約款委員会への参画 〇 民間連合約款の改正活動に参画し、委員会において改正約款の解説書を作
成

2020年11月 Ａ 民間（七会）連合協定工事請負契約約款委員会への参画

228）  四会連合協定建築設計・監理等業務委託契約約款調査研究会への参画 〇 マンション計画修繕工事設計監理業務委託契約約款作成ＷＧに参画し活動
中

2020年11月～ Ａ 四会連合協定建築設計・監理等業務委託契約約款調査研究会への参画

229）  建築関連法令の制定・改正に関する情報収集、意見発信 〇 建設業法改正に伴い策定された「工期の基準」についての意見交換。「新
型コロナウイルス感染症の民間(七会)連合協定工事請負契約約款上の取扱
いについて」検討・発行

2020年11月 Ａ 建築関連法令の制定・改正に関する情報収集、意見発信

230）  設計施工契約約款の普及促進、見直し検討および多様な発注方式に対
応するバリエーション版約款の作成検討、発行

〇 設計施工契約約款の普及促進・見直し検討および多様な発注方式に対応す
るバリエーション版約款の作成検討

2021年3月 Ａ 設計施工契約約款の普及促進、見直し検討および多様な発注方式に対応するバリエーション版約款の作成検討、
発行

231）  国土交通省との建築分野に関する意見交換への参画 × コロナのため中止 2020年6月 Ｃ コロナの影響により中止となったため 国土交通省との建築分野に関する意見交換への参画

232）  公共工事の技術提案制度、総合評価制度に関する防衛省等の発注機関
との意見交換

〇 技術提案制度、総合評価制度に関する発注機関との意見交換（防衛省整備
計画局、防衛省東北防衛局）実施予定

2021年1月、2月 Ａ 公共工事の技術提案制度、総合評価制度に関する防衛省等の発注機関との意見交換

233）  VE等施工改善事例発表会の開催（東京、大阪、福岡） 〇  VE事例の検討およびテキスト作成、｢VE等施工改善事例発表会｣のWEB開催 2021年1月 Ａ VE等施工改善事例発表会の開催（東京、大阪、福岡）

②　建築積算に係る課題への対応 ②　建築積算に係る課題への対応

234）  首都圏における公共建築工事数量公開状況調査の実施 〇 首都圏における公共建築工事数量公開状況調査の実施 2020年11月 Ａ 首都圏における公共建築工事数量公開状況調査の実施

235）  国土交通省との建築分野に関する意見交換および公共工事の諸課題に
関する意見交換会への参画

〇 2020年度「公共工事の諸課題に関する意見交換会」への参画、公共建築工
事に係る要望提出。

2020年5月 Ａ 国土交通省との建築分野に関する意見交換および公共工事の諸課題に関する意見交換会への参画

236）  標準建築費指数季報の各号のための建築費指数の調査検討 〇 標準建築費指数の調査、建設工業経営研究会「標準建築費指数季報」への
データ提供

2020年6月、9
月、12月、2021
年3月

Ａ 標準建築費指数季報の各号のための建築費指数の調査・検討

（４）  建築における技術研究・開発に関する課題への対応　　建築技術開発委員会（奥村太加典委員長　奥村組）

①　材料施工に関する課題への対応 ①　材料施工に関する課題への対応

237）  建築・材料施工フォーラム（2021年度）のテーマの検討 〇 建築･材料施工フォーラム（2021年度）のテーマ検討 2020年4月～2021
年3月

Ａ 建築・材料施工フォーラム（2021年度）の開催

②　仕上材料に関する課題への対応 ②　仕上材料に関する課題への対応

238）  建築・材料施工フォーラム（2020年度）の開催 ○ 建築･材料施工フォーラム（2020年度）開催 2021年1月 Ａ 建築・材料施工フォーラム（2022年度）のテーマの検討

239）  仕上材料に関する調査研究 ○ 大日本塗料との情報交換（8月）
新ＷＧ発足の検討

2020年4月～2021
年3月

Ａ 仕上材料に関する調査研究

③　防耐火技術に関する課題への対応 ③　防耐火技術に関する課題への対応

240）  建築物の耐火構造技術に関する調査研究 〇 耐火構造に関する材料施工上の課題と対応策の検討 Ａ 建築物の耐火構造技術に関する調査研究

241）  建築物の煙・避難に関する調査研究 〇 防排煙及び避難安全検証に関する調査研究 Ａ 建築物の煙・避難に関する調査研究

④　地盤基礎に関する課題への対応 ④　地盤基礎に関する課題への対応

242）  地盤改良の品質管理に関する調査研究 ○ 新技術紹介（東京ソイルリサーチ）
新技術紹介（ジーエムラボ／アイジオル）
新ＷＧ発足の検討

2020年4月～2021
年3月

Ａ 地盤改良の品質管理に関する調査研究

⑤　研究開発管理に関する課題への対応 ⑤　研究開発管理に関する課題への対応

243）  技術開発管理に関するアンケート調査および公表 〇 「建設業における研究開発に関するアンケート調査」の実施 2020年3月 Ａ 技術開発管理に関するアンケート調査および公表

244）  研究開発体制・管理に関する調査 〇 技術開発部門の働き方改革に関するアンケートの実施 2020年3月 Ａ 研究開発体制・管理に関する調査

245）  技術研究開発に関する異業種、関係機関との情報交換 〇 「研究開発部門の働き方改革」関する講演会実施（日本能率協会） 2020年11月 Ａ 技術研究開発に関する異業種、関係機関との情報交換

⑥　耐震に関する課題の検討　 ⑥　耐震に関する課題の検討　

246）  耐震改修事例集への事例の追加とその周知 〇 HP「耐震改修事例集」の更新 2021年3月 Ａ 耐震改修事例集への事例の追加とその周知

247）  ホームページ「耐震改修のすすめ」のコンテンツ追加とその周知 〇 HP「耐震改修のすすめ」の更新 2021年3月 Ａ HP「耐震改修のすすめ」のコンテンツ追加とその周知

⑦　環境性能評価に関する課題への対応 ⑦　環境性能評価に関する課題への対応

248）  省エネルギー計画書およびCASBEE対応状況調査の実施 〇 「2018年度省エネルギー計画書及びCASBEE対応状況調査」の実施 2021年3月 Ａ 省エネルギー計画書およびＣＡＳＢＥＥ対応状況調査の実施

249）  各種環境性能評価手法に関する動向把握および要望、提言 〇 「サステナブル採用技術調査」の実施 2021年3月 Ａ 各種環境性能評価手法に関する動向把握および要望・提言

⑧　空気質対策に関する課題への対応 ⑧　空気質対策に関する課題への対応

250）  化学物質・空気質問題に関する動向把握および要望、提言 〇 臭気・VOC対策事例集作成の検討。 Ａ 化学物質・空気質問題に関する動向把握および要望、提言

251）  建材等の業界団体との意見交換 × コロナのため中止 Ｃ コロナの影響により中止となったため 建材等の業界団体との意見交換

⑨　音環境に関する課題への対応 ⑨　音環境に関する課題への対応

252）  音環境に関する技術資料のホームページ開設 〇 音環境に関する技術資料のホームページ開設。資料の更新検討。 2020年4月 Ａ 音環境に関する技術資料の追加更新の検討

技術研究部会
(福田 孝晴部会長
鹿島建設)

ＩＴ進部会
(戸倉 健太郎部会長
三井住友建設)

契約部会
(吉岡　富和部会長
大成建設)

積算部会
(落合 雄二部会長
鹿島建設)
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〇：計画通り活動を実施した　△：計画した活動の一部のみ実施した　×：計画した活動を実施しなかった

Ａ：目的・目標の実現に資する成果が得られた　Ｂ：一部で成果が得られたものの不十分な部分がある　Ｃ：成果を得ることができず、課題が多い　Ｆ：目的・目標を達成したため、活動を終了

Plan  （2020年度計画） Check （目標に照らした評価） Action  （2021年度活動計画）Do　（2020年度活動実績）

⑩　ロボット・自動化施工に関する課題への対応【新規】 ⑩　ロボット・自動化施工に関する課題への対応【新規】

253）  ロボット・自動化技術の導入における課題の検討 〇 共通する課題を絞り込み、さらに国交省などと意見交換を行った 2000年6～12月 Ａ 外部への情報発信までを目標とする

（５）  住宅に関する課題への対応　　住宅委員会（池上一夫委員長　長谷工コーポレーション）

①　住宅政策に関する課題への対応 ①　住宅政策に関する課題への対応

254）  マンション建替えや団地再生等の住宅事業に係る課題に関する調査研
究

〇 「マンションを巡る課題と改正法の概要」講師　国土交通省住宅局市街地
建築課マンション政策室　講演・意見交換を実施

2020年12月 Ａ マンション建替えや団地再生等の住宅事業に係る課題に関する調査研究

255）  住宅に関わる街づくりの調査と事例研究 〇 「長崎市浜町地区、新大工町地区市街地再開発視察」計画立案 2020年8月 Ａ 住宅に関わる街づくりの調査と事例研究

256）  集合住宅に関する法制度の情報収集と調査研究 〇 「マンションの建替え事例紹介」講師　㈱竹中工務店  事例紹介・講演 2020年10月 Ａ 集合住宅に関する法制度の情報収集と調査研究

257）  集合住宅に関する法制度の規制緩和と運用改善の要望・意見発進 〇 「マンションを巡る課題と改正法の概要」講師　国土交通省住宅局市街地
建築課マンション政策室　講演・意見交換を実施

2020年12月 Ａ 集合住宅に関する法制度の規制緩和と運用改善の要望・意見発信

②　住宅税制に関する課題への対応 ②　住宅税制に関する課題への対応

258）  住宅税制に関する検討 〇 住宅に関する税制改正要望の検討「2020年度税制改正要望」への意見提出 2020年9月 Ａ 住宅税制に関する検討

住宅政策部会
(松崎 篤部会長　長
谷工コーポレーショ
ン)

住宅税制部会
(竹内 誉了部会長
清水建設)
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〈３〉支部の活動 

 

１．建設キャリアアップシステムの推進 

◇ 制度の普及拡大のためのモデル工事現場見学会や連絡会議等の開催と参画 

◇ 意見交換会・講習会の開催、発注機関への要望、各種調査等を実施 

 

２．建設業の働き方改革・生産性向上・女性の活躍推進等への対応 

◇ 建設労働者の処遇改善等に関する連絡会議等への参画、週休二日推進や女性技術

者の活躍促進等に関するアンケート調査等の実施 

◇ 建設業の担い手確保・育成に関する協議会・説明会・技術講習会等への参加 

 

３．災害対応 

◇ 台風19号および7月豪雨災害の被災状況視察後に行われた赤羽国土交通大臣と建

設業団体との意見交換会への参加（東北支部） 

◇ 7月豪雨災害被害の支援要請への対応（東北支部・九州支部） 

◇ 地方整備局等との災害協定・災害対策本部設置基準の見直し、災害協定に基づく

保有資機材等の調査・報告 

◇ 関係機関等と連携した防災訓練、意見交換、講習会・説明会等の実施および参加 

◇ 支部災害対応活動要領等の策定と更新 

◇ 車両入換えに伴う各県公安委員会への緊急通行車両事前届出（北陸支部） 

◇ 民間発注者との災害協定の締結（東北支部・関東支部） 

◇ 東京都建設局災害復旧等功労者表彰の受賞（関東支部） 

 

４．公共工事の円滑な実施のための取組み 

◇ 2020年度「公共工事の諸課題に関する意見交換会」での議論を踏まえ、円滑な施

工の確保、生産性の向上等をテーマとして、地方整備局、地方公共団体、NEXCO

各社、鉄道･運輸機構等の発注機関との意見交換会、ヒアリング等を実施 

 

５．安全・環境対策の推進 

◇ 労働災害防止、公衆災害防止、建設副産物対策および鉄道事故防止に向けた現場

点検・パトロール、講習会・意見交換会、優良現場の表彰、アンケート調査、リ

ーフレット等の配布による周知活動等の実施 

◇ 発注機関等との建設副産物対策協議会や安全協議会等、環境問題への取組みに係

る会議等への参加 

◇ 労働災害防止安全推進大会、災害防止総決起大会の実施 

◇ 東京都のPCB処理に関する協力要請への対応（関東支部） 
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６．請負契約制度改善および積算の適正化と資材対策の推進 

◇ 入札、契約、積算等に関するアンケート調査等の実施と結果を踏まえた発注機関

との意見交換会等の実施 

◇ 各地区の資材対策連絡会への参加と建設資材に関する需給動向等の調査 

 

７．技術開発の促進 

◇ 建設技術開発に関するセミナーや交流会・発表会への参画、技術関連会議への委

員派遣、広報誌への寄稿、支部主催の講習会や見学会、事例発表会等の実施 

 

８．電力施設建設事業、鉄道建設事業、海洋開発建設事業の推進 

◇ 各分野の有識者を招いての講演会や発注者との意見交換会、講習会、研修会およ

び関連施設の現場見学会等の実施 

◇ 鉄道工事に関するアンケート調査、鉄道工事施工に関する意見交換会の実施 

 

９．広報活動の推進 

◇ けんせつ小町に関連した活躍現場見学会や交流会・セミナー、委員会等の実施 

◇ 支部広報誌の発行、親子や学生等を対象とした現場見学会の実施、展示会やフォ

ーラムなど各種イベントへの参加、講師の派遣 

◇ 建設技術のPR等に関連する展示会、セミナー等への出展 

 

１０．建築分野の活動 

◇ 建築関係に係る各種実態調査およびアンケート調査、講習会、現場見学会、現場

点検、意見交換会等を実施 

 

１１．その他 

◇ 感染症予防対策推進のため国交省感染予防対策ガイドライン・日建連策定ガイド

ラインおよび各地整からの通知等の周知や意見交換等の実施 

◇ 東北震災復興i-Construction連絡会議、「復興加速化会議」など東日本大震災か

らの復興に関する会議への参画（東北支部） 

 

（注）各地区において実施された具体的な事業内容については、支部ごとに作成する

事業実施状況報告に記載 

26



〈４〉その他の団体活動 

 

１. 国土交通大臣と建設業 4団体との意見交換会への参画 

(1) 2020年 11月 30日 国土交通省 

テーマ     ：建設キャリアアップシステムの普及・活用促進他 

国土交通省出席者：赤羽大臣、栗田事務次官、山田技監、野村国土交通審議

官、水嶋官房長、青木不動産・建設経済局長、東川技術

審議官、天河官房審議官、森戸技術調査課長、鎌原建設

業課長、奥原建設市場整備課長 

建設業団体出席者：日建連（山内会長、宮本副会長・土木本部長、押味副会

長・建築本部長、山本事務総長）、全建、全中建、建専連 

(2) 2021年 3月 30日 国土交通省 

テーマ     ：技能労働者の賃金水準の確保、建設キャリアアップシス

テム、施工確保他 

国土交通省出席者：赤羽大臣、栗田事務次官、山田技監、野村国土交通審議

官、瓦林官房長、青木不動産・建設経済局長、東川技術

審議官、天河官房審議官、森戸技術調査課長、鎌原建設

業課長、奥原建設市場整備課長 

建設業団体出席者：日建連（山内会長、宮本副会長・土木本部長、押味副会

長・建築本部長、山本事務総長）、全建、全中建、建専連 

 

２. 建設キャリアアップシステム追加資金拠出 

2020年 4月 28日   建設キャリアアップシステム推進本部に追加開発の内容 

等を検証するための WGを設置 

5月～7 月     建設キャリアアップシステム推進本部（幹事会・WG）に

おいて、開発費用の増加要因、追加開発費用の妥当性等

について検討 

    7月 17日      理事会において費用負担方針案を決定 

    7月 17日～8月 7日 全会員に費用負担方針案について意見照会 

    8月 20日      会員の意見を踏まえ費用負担方針を決定 

費用負担方針の概要は以下のとおり 

   ・国土交通省の要請に応え、日建連は要請額（8億円）を追加拠出する 

   ・追加拠出は、停止条件（以下）の成就の確認後に実施する 

 

【資金拠出における停止条件】 

1.建設キャリアアップシステム推進協議会に参加している各団体が、建設 

キャリアアップシステムの普及・活用に全員一致して取り組む体制が確 
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立されること（全員体制の確立） 

    ・建設キャリアアップシステムが今後サステナブルに運営されることが 

     確実になるよう団体ごとの登録目標数、カードタッチ目標数などの具 

体的な数値目標を適切に定め、各団体が確実に実現努力するよう指導 

するとともに、定期的に国土交通省が実施状況を確認し、フォローア 

ップを図ること 

    ・今回の基金への資金支援について各団体のすべてが賛同して、適切な 

     支援を行うこと 

2.登録事務（とりわけ技能者登録）の簡素化、簡便化が図られること（事 

務の簡素化） 

    ・まず、現行の登録審査事務を削減・簡素化し、登録コストの大幅な削 

     減を図ること 

    ・登録事項を削減した（原則本人情報・社会保険情報・建設業退職金共 

     済情報の 3点）基本型登録を導入し、技能者や小規模事業者の代行登 

録事務を大幅に簡便化すること 

3.国土交通省は、2023年度の建設キャリアアップシステム完全実施に向 

 けて、地方公共団体、独立行政法人・特殊会社の発注する全工事の建 

設キャリアアップシステム義務化を図るため必要な措置を講ずること 

（公共事業等における義務化） 

4.国土交通省は、業界に対して建設キャリアアップシステムに対する資金 

 支援は今回が最後であることを明らかにすること（最後の資金支援） 

 

8月 28日      赤羽大臣に対し、上記の停止条件の下、資金拠出要請 

に応じる旨を回答 

10月 15日     建設キャリアアップシステム推進本部において停止条 

件の達成状況を確認 

11月 20日     理事会において「停止条件の成就」を審議、承認され、 

要請額（8億円）の追加拠出を決定 

11月 30日     赤羽大臣に追加拠出について報告 

12月 22日     建設業振興基金へ振込み（法人会員 142社が拠出） 

 

３. 公共事業予算等に関する要望 

(1) 2020年度公共事業予算の確保及び税制改正に関する要望 

① 自由民主党「予算・税制等に関する政策懇談会」 

2020年 11月 5日 自由民主党本部 

議員出席者   ：小野寺組織運動本部長、谷団体総局長、平口国土交通部

会長他 

建設業団体出席者：日建連、全建、道建協、全中建他 
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② 公明党「政策要望懇談会」 

2020年 11月 4日 衆議院第二議員会館 

議員出席者   ：井上副代表、北側副代表、古屋副代表、斉藤副代表、石

田副代表、石井幹事長、竹内政調会長他 

日建連出席者  ：宮本副会長・土木本部長、前田会計・税制委員長 

(2) 公共事業予算の確保に関する要望 

2020年 11月 16日 自由民主党本部 

要望先     ：二階幹事長、佐藤総務会長、下村政務調査会長 

日建連出席者  ：山内会長、宮本副会長・土木本部長、押味副会長・建築 

         本部長、山本事務総長、小池専務理事 

(3) 国土交通大臣に対する公共事業予算要望および建設キャリアアップシステム 

の黒字化に向けた要望の実施 

2020年 11月 30日 国土交通省 

国土交通省出席者：赤羽大臣、青木不動産・建設経済局長、天河官房審議

官、鎌原建設業課長、奥原建設市場整備課長 

日建連出席者  ：山内会長、宮本副会長・土木本部長、押味副会長・建築

本部長、山本事務総長 

 

４. 関係会議への参画 

（1）中央建設業審議会総会 

2020年 7月 20日 法曹会館 

議事      ：工期に関する基準（案）について他 

日建連出席者  ：山内会長、宮本副会長・土木本部長 

  （2）公共工事品質確保に関する議員連盟総会（第 11回） 

2021年 2月 15日 参議院議員会館講堂 

日建連は「公共工事の円滑な施工確保と建設技能者の処遇改善の推進」を要 

望 

 

５. 新型コロナウイルス感染症への対応 

(1) 会員への通知 

① 2020年 4月 2日（事務総長名） 

「新型インフルエンザ等対策特別措置法第 32条に基づく緊急事態宣言がなさ

れた場合の建設現場の対応について」 

② 2020年 4月 8日（事務総長名） 

「新型インフルエンザ等対策特別措置法第 32条に基づく緊急事態宣言（4 月

7日）を踏まえた建設現場の対応について」 

③ 2021年 1月 8日（事務総長名） 

「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言（1月 7日）を
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踏まえた建設現場の対応について」 

(2) ガイドラインの改訂等 

①2020年 7月 9日改訂 

「建設業における新型コロナウイルス感染症に係る事業者・技能労働者支援

制度の手引き」（2020年 6月 26日発行） 

②2020年 11月 20日策定 

「新型コロナウイルス感染症対応建設 BCPガイドライン（第 1版）」 

③2020年 11月 20日理事会報告 

「新型コロナウイルス感染症の民間（七会）連合協定工事請負契約約款上の

取扱いについて」 

④2020年 12月 25日改訂 

「建設業（建設現場）における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライ

ン」（2020年 5月 18日策定、7月 8日改訂、8月 27日改訂） 

  (3) 調査 

   ①日建連における調査 

 ・日建連会員企業の建設現場の運営状況調査（対象：日建連会員会社 142

社） 

  （第 1回：2020年 4月 24日時点、第 2回：5月 15日時点、第 3回：6月

26日時点） 

②国土交通省調査への協力（カッコ内は依頼日） 

    ・「三つの密」回避のための取組事例（2020 年 4月 9日） 

    ・防塵マスクの提供（2020 年 4月 14日） 

    ・新型コロナウイルス感染症に関する影響調べ 

（第 2回：2020年 4月 20日、第 3回：5月 21日、第 4回：6月 23日、第 5

回：7 月 27日、第 6回：8月 27日、第 7回：9月 23日、第 8回：11月 26

日、第 9回：2021年 1月 27日、第 10回：2月 25日） 

    ・作業所閉所に当たっての補償状況（2020 年 5月 1日） 

    ・「三つの密」回避のための取組事例追加調査（2020 年 5月 8日） 

    ・新型コロナウイルス感染症発生状況調査（2020年 7月 31日） 

    ・2021年 1月末時点での現場の稼働状況について（2021 年 2月 12日） 

    ・オフィス出勤者数 7割削減フォローアップ（2021 年 2月 16日） 
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〈５〉会員・役員等の異動 

 

１．会員の異動等 

(1) 入会   なし 

(2) 退会   なし 

(3) 名称変更  特別会員 三井Ｅ＆Ｓ鉄構エンジニアリング 

→三井住友建設鉄構エンジニアリング（2020年10月1日） 

 

２．役員等の異動 

(1) 選任等 

① 定時総会（2020年4月28日）理事の補充選任／就任日は4月28日付 

佐々木 正人 竹中工務店 社長 

株木 康吉 株木建設 社長 

吉川 芳和 NIPPO 社長 

池上 一夫 長谷工コーポレーション 社長 

森 拓也 ピーエス三菱 社長 

小西 武 みらい建設工業 社長 

渡辺 博司   

上田 洋平   

 

② 臨時総会（2020年6月18日）理事の補充選任／就任日は6月18日付 

相川 善郎 大成建設 社長 

 

③ 第2回理事会（書面決議）副会長、常務理事の選定／就任日は5月19日付 

副会長 佐々木 正人 竹中工務店 社長 

副会長 西田 義則 日本道路建設業協会 会長 

常務理事  渡辺 博司 
 

常務理事  上田 洋平 
 

 

④ 第3回理事会（2020年6月18日）副会長の選定／就任日は6月18日付 

副会長 相川 善郎 大成建設 社長 

 

(2) 会長による指名 

① 第2回理事会（2020年4月28日）委員長の指名 

広報委員長 佐々木 正人 竹中工務店 社長 

住宅委員長 池上 一夫 長谷工コーポレーション 社長 
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② 第3回理事会（2020年6月18日）本部長、委員長の指名 

建設キャリアアップシステム推進本部長 

 相川 善郎 大成建設 社長 

総合企画委員長 相川 善郎 大成建設 社長 

 

（3）辞任 

理事・副会長 宮下 正裕 2020年 4月 27日 

理事 岩田 裕美 2020年 4月 27日 

理事 大栗 育夫 2020年 4月 27日 

理事 藤井 敏道 2020年 4月 27日 

理事 五関 淳 2020年 4月 27日 

理事・常務理事 葉石 善一 2020年 4月 27日 

理事・副会長 村田 誉之 2020年 6月 23日 

理事 岩本 恭治 2020年 9月 30日 
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〈６〉名簿 

１. 会員 

(1) 法人会員（142社） 

アイサワ工業   青木あすなろ建設   あおみ建設 

淺川組   淺沼組     新井組 

荒井建設   安藤・間    池田建設 

勇建設   石黒建設    伊藤組土建 

岩倉建設   岩田地崎建設    植木組 

梅林建設   ＮＢ建設    大木建設 

大林組   大林道路    大本組 

岡谷組   奥村組     奥村組土木興業 

オリエンタル白石  ガイアート    加賀田組 

鍜治田工務店         鹿島建設    鹿島道路 

株木建設           川田工業          北野建設 

九鉄工業      共立建設          クボタ建設 

熊谷組   京王建設          京急建設 

広成建設      公成建設          交通建設 

鴻池組   五洋建設          坂田建設 

札建工業         佐藤工業          三軌建設 

三幸建設工業      シーエヌ建設        ジェイアール東海建設 

清水建設      ショーボンド建設      新日本建設 

新谷建設      西濃建設          西武建設 

錢高組   仙建工業          第一建設工業 

大旺新洋      大末建設          大成建設 

大成ロテック      大鉄工業          大日本土木 

大豊建設           髙松建設          竹中工務店 

竹中土木           多田建設          田中組 

田辺建設           ＴＳＵＣＨＩＹＡ      鉄建建設 

東亜建設工業         東亜道路工業        東急建設 

東鉄工業           東洋建設          徳倉建設 

戸田建設           飛島建設          巴コーポレーション 

ナカノフドー建設       中山組           奈良建設 

南海辰村建設         西松建設          日特建設 

ＮＩＰＰＯ      日本道路          日本国土開発 

ノバック      萩原建設工業        橋本店 

長谷工コーポレーション    ハンシン建設        ピーエス三菱 

久本組   菱中建設          深田サルベージ建設 
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福田組            藤木工務店    不二建設 

冨士工            フジタ     不動テトラ 

北都組            本間組     前田建設工業 

前田道路           増岡組           松井建設 

松尾建設           松尾工務店         松村組 

松本建設           馬淵建設          丸磯建設 

丸彦渡辺建設         丸山工務所         三井住友建設 

宮坂建設工業         宮地エンジニアリング   みらい建設工業 

村本建設           名工建設          森組 

森本組            守谷商会    矢作建設工業 

ヤマウラ           山田組           ユニオン建設 

横河ブリッジ         吉川建設          吉田組 

寄神建設           ライト工業         りんかい日産建設 

若築建設 

 

(2) 団体会員（5団体） 

日本道路建設業協会  海外建設協会    土地改良建設協会 

日本埋立浚渫協会  日本ダム協会 

 

(3) 特別会員（7社） 

オーバーシーズ・ベクテル・インコーポレーテッド 

フルーア・ダニエル・ジャパン 

レンドリース・ジャパン 

ＪＦＥエンジニアリング 

日鉄エンジニアリング 

日立造船 

三井住友建設鉄構エンジニアリング 

（2021年3月31日現在） 
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２. 役員等 

会 長 (代表理事) 山内 隆司 大成建設 会長 

副会長 (代表理事) 宮本 洋一 清水建設 会長 

   土地改良建設協会 会長 

   日本ダム協会 会長 

 同 (代表理事) 押味 至一 鹿島建設 社長 

 同  蓮輪 賢治 大林組 社長 

   海外建設協会 会長 

 同  相川 善郎 大成建設 社長 

 同  佐々木 正人 竹中工務店 社長 

 同  清水 琢三 日本埋立浚渫協会 会長 

   五洋建設 社長 

 同  西田 義則 日本道路建設業協会 会長 

   大成ロテック 社長 

事務総長 (代表理事) 山本 徳治   

専務理事 (業務執行理事） 菱田 一   

 同 (業務執行理事） 小池 剛   

理 事  辻井 靖 青木あすなろ建設 社長 

 同  河邊 知之 あおみ建設 社長 

 同  浅沼 誠 淺沼組 社長 

 同  福富 正人 安藤・間 社長 

 同  岩田 圭剛 岩田地崎建設 社長 

 同  大本 万平 大本組 社長 

 同  奥村  太加典 奥村組 社長 

 同  大野 達也 オリエンタル白石 社長 

 同  株木 康吉 株木建設 社長 

 同  北野 貴裕 北野建設 会長兼社長 

 同  櫻野 泰則 熊谷組 社長 

 同  蔦田 守弘 鴻池組 会長 

 同  宮本 雅文 佐藤工業 社長 

 同  中村 仁 西武建設 社長 

 同  錢高 久善 錢高組 社長 

 同  荻野 浩平 大鉄工業 社長 

 同  馬場 義雄 大日本土木 社長 

 同  大隅 健一 大豊建設 社長 

 同  竹中 康一 竹中土木 社長 

 同  伊藤 泰司 鉄建建設 社長 

 同  秋山 優樹 東亜建設工業 社長 
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 同  飯塚 恒生 東急建設 会長 

 同  柳下 尚道 東鉄工業 社長 

 同  武澤 恭司 東洋建設 社長 

 同  今井 雅則 戸田建設 社長 

 同  乘京 正弘 飛島建設 社長 

 同  竹谷 紀之 ナカノフドー建設 社長 

 同  髙瀨 伸利 西松建設 社長 

 同  吉川 芳和 ＮＩＰＰＯ 社長 

 同  朝倉 健夫 日本国土開発 社長 

 同  池上 一夫 長谷工コーポレーション 社長 

 同  森 拓也 ピーエス三菱 社長 

 同  福田 勝之 福田組 会長 

 同  奥村 洋治 フジタ 社長 

 同  竹原 有二 不動テトラ 会長 

 同  本間 達郎 本間組 社長 

 同  前田 操治 前田建設工業 社長 

 同  松井 隆弘 松井建設 社長 

 同  新井 英雄 三井住友建設 社長 

 同  小西 武 みらい建設工業 社長 

 同  村本 𠮷𠮷弘 村本建設 社長 

 同  山口 竹彦 りんかい日産建設 社長 

 同  五百蔵 良平 若築建設 社長 

常務理事 (業務執行理事） 朝比奈 志浩   

 同 (業務執行理事） 渡辺 博司   

 同 (業務執行理事） 上田 洋平   

監 事  髙松 孝年 髙松建設 社長 

 同  丸川 裕之 日本プロジェクト産業協議会 専務理事 

 同  大堀 毅彦   

相談役  平島 治 大成建設 社友 

 同  中村 満義 鹿島建設 相談役 

 

理事57名（うち会長1名、副会長7名、事務総長1名、専務理事2名、常務理事3名） 

監事3名 

相談役2名 

（2021年3月31日現在） 
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（注）事業報告の附属明細書 

 

 2020年度事業報告には、「一般社団法人および一般財団法人に関する法律施行規則」

第 34条第 3項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」は存在しない。 
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